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１ 基本的な事項 

（１）佐渡市の概況 

ア 佐渡市の自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要 

佐渡は、日本海最大の島であり、島の面積は８５５．６８ｋ㎡、２８０．９ｋｍに及

ぶ海岸線は変化に富み、美しい景観を形成している。島の中央部を国府川が流れ、この

流域に開けた穀倉地帯国中平野を挟んで、北に大佐渡山地、南に小佐渡丘陵を擁し、島

の大部分が国定公園や県立自然公園に指定されており、豊かで美しい自然環境に恵まれ

ている。平成２０年９月にはトキの放鳥が行われ、２７年ぶりに佐渡の空を舞うことと

なった。平成２４年以降は野生下での繁殖が実現し、平成２８年には４２年ぶりに野生

下生まれ同士のペアからヒナが誕生し、巣立ちを迎えるなど、トキの野生復帰が着実に

進んでいる。トキが安心して棲める環境は、人間にとっても安心して住める環境の証と

言える。気候は海洋性で、四季の変化に富み、夏は高温多湿であるが、冬は日本海を北

上する対馬暖流の影響を受け雪も少なく、温暖な特性があり、新潟本土と比べ気温の平

年値は１４℃前後と比較的高く、年間降水量も１，５００～１，７００ｍｍ程度で少な

い。 

行政区画の変遷としては、佐渡は徳川幕府が倒れると佐渡県となり、のち相川県を経

て明治９年に新潟県に含まれた。明治２２年には７町５１村、同３５年には５町２０村

であった。昭和に入り、新制中学校の設置管理、市町村消防や自治体警察の創設、社会

福祉、保健衛生関係が新しい市町村の事務とされるなど、行政事務の増加に対応するた

め昭和２８年の町村合併促進法の施行により最低人口８千人を目標とした「昭和の大合

併」で佐渡は１市７町２村となった。以降５０年が経過し、２１世紀を迎え地方分権時

代の到来の中、住民主権の地方自治のため市町村の自治能力の向上や、地域の道路・情

報ネットワークの向上により空間的・時間的距離は大幅に短縮され、地方行政の規模が

拡大されたことによる構造改革の必要性が生じた。また、佐渡においては特に若年層の

島外流出により過疎化、少子高齢化が顕著となり、一層困難な行財政運営を迫られてき

た。このような背景により、平成１６年３月１日に一島一市の市町村合併が行われ「佐

渡市」が誕生した。 

 

イ 佐渡市における過疎の状況 

佐渡島全体としての人口は、昭和３５年の１１３，２９６人から平成２７年までの間

に５６，０４１人が減少し、約半数となっている。また、平成１６年の合併時には人口

約７０，０００人であったが、令和３年３月末現在では５２，４６７人となっており、

近年毎年約１，０００人ずつ人口が減少している。人口減少の内訳として、自然減に加

え、高校卒業後の進学先が少ないことから、進学による転出が著しく、また卒業後戻る

若者も少ないために若年層の流出が止まらない状況である。依然過疎化は進行しており、

これに伴う高齢化比率は令和２年には４１．６％となり、超高齢社会を形成している。 

今後の見通しとしても過疎・高齢化の解消には相当の困難が想定されるが、令和３年

度中に策定を予定している「佐渡市総合計画」、人口減少対策に焦点を当てた「佐渡市ま
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ち・ひと・しごと創生総合戦略」及び本計画を総合的に展開し、本市の持続的発展を図

る必要がある。 

 

ウ 社会経済的発展の方向の概要 

産業別就業人口の構成比は、平成２７年の時点で、第１次産業２０．２％、第２次産

業１６．８％、第３次産業６２．７％の構成となっている。近年は第１次・第２次・第

３次産業とも就業人口は減少し続け、なおかつ高齢化が進み深刻な担い手不足が懸念さ

れている。 

このような状況下において、人口減少に伴って拡大する地域課題の解決に取り組んで

いかなければならない。特に、市内総生産の低下は経済への打撃はもちろん、雇用の減

少、生産年齢人口の減少などに大きな影響を与えるため、生産年齢人口の増加に向け、

新たな起業支援や多様な人材が活躍できる仕組みの構築、企業の事業拡大、商品の高付

加価値化などを推進し、雇用の創出・拡大を図り、持続可能な産業を目指さなければな

らない。 

なお、新潟県過疎地域持続的発展方針においては、以下のとおり佐渡地域の持続的発

展方向が示されている。 

・ 暮らしやすい地域環境づくりや、若年層の U・Iターン促進、島外からの移住促進

を図る。 

・ 農林水産業の振興や、各産業間の連携強化による島内生産額の増加を図るととも

に、企業誘致を推進する。 

・ 豊かな地域の資源を活用して地域の魅力向上に努めるとともに、観光施設等にお

けるホスピタリティの向上や、受入環境の整備促進を図り、これらの情報発信を

行うことにより観光等交流人口の拡大を図る。 

・ 活力ある地域の創出のため、特色ある持続可能な地域づくり、安全・安心な地域

づくりを図る。 

・ 道路や港湾空港等、地域の基本インフラの整備促進を図るとともに、島内二次交

通の充実化を図る。 

 

（２）人口及び産業の推移と動向 

昭和３５年から５０年の１５年間での減少率が２２．８％となっており、高度成長時

代に人口の減少が顕著となっている。昭和５０年以降の減少率はやや鈍化の傾向を示し

ているが、近年は再び減少率が増加してきており、過疎化は確実に進んでいる。年齢階

層別にみると０～１４歳の階層は昭和３５年の３４，７７７人から平成２７年には５，

９８６人となり、２８，７９１人（８２．８％）の大幅な減少を示し、逆に６５歳以上

は昭和３５年の９，７９９人から平成２７年には２３，０６０人となり、１３，２６１

人（１３５．３％）増加するなど、少子高齢化傾向が如実に表れている。 

本市の人口は、令和３年３月末現在５２，４６７人だが、国立社会保障・人口問題研

究所（以下「社人研」という。）によると、２０４０年には３７，６３０人、２０６０年

には１９，７８９人になると推計されている。 
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産業別の人口割合は、昭和３５年に第１次産業が６４．２％（３８，７６９人）、第２

次産業１０．９％（６，５６１人）、第３次産業２４．９％（１５，０２８人）であった

ものが、５５年経過した平成２７年には第１次産業が２０．２％（５，８６２人）、第２

次産業１６．８％（４，８８５人）、第３次産業６２．７％（１８，２４８人）となって

いる。構成割合では第１次産業が４０％超の減少を示し、特に第３次産業への移行が顕

著になっている。 

 

表１－１（１）人口の推移（国勢調査） 

（単位:人、％） 

区  分 
昭和 35 年 昭和 50 年 平成 ２ 年 平成 17 年 平成 27 年 

実 数 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 実 数 増減率 

総  数 113,296 87,504 -22.8 78,061 -10.8 67,386 -13.7 57,255 -15.0 

0 歳～14 歳 34,777 17,996 -48.3 12,619 -29.9 8,069 -36.1 5,986 -25.8 

15 歳～64 歳 68,720 56,484 -17.8 46,535 -17.6 35,799 -23.1 28,126 -21.4 

 

うち15

歳～ 

29 歳 

（ａ） 

24,041 14,413 -40.1 9,175 -36.3 7,693 -16.2 5,369 -30.2 

65 歳以上 
（ｂ） 

9,799 13,021 32.9 18,893 45.1 23,514 24.5 23,060 -2.0 

（ａ）/総数 
若年者比率 

21.2 16.5 － 11.7 － 11.4 － 9.4 － 

（ｂ）/総数 
高齢者比率 

8.6 14.9 － 24.2 － 34.9 － 40.3 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

4 

表１－１（２）人口の見通し（国立社会保障・人口問題研究所推計値） 

（単位:人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）佐渡市行財政の状況 

ア 行政の状況 

佐渡における生活圏の拡大、住民ニーズの多様化、過疎化及び少子高齢化等に対応す

るため、平成１６年３月１日に旧両津市、相川町、佐和田町、金井町、新穂村、畑野町、

真野町、小木町、羽茂町、赤泊村の１０市町村が合併し、行政運営の効率化、組織のス

リム化を進めている。 

本市の職員数の推移は、合併直後である平成１６年４月１日現在の職員数１，７４８

人であったが、令和３年４月１日現在では６２９人を削減し、１，１１９人となってい

る。 

また、合併時は地域の住民サービスの低下に配慮し、本庁は総務・企画部門を中心と

して２８０人体制でスタートしたが、今後更なる事務の効率化、職員研修等の充実・強

化を図り、専門分野の人材育成と職員能力の向上を図っている。 

 

イ 財政の状況 

本市における財政は地方税をはじめとする自主財源が少なく、財政力指数は令和元年

度で０．２２８と低く、財政構造は脆弱である。 

令和元年度の決算では歳出総額４２，７１４，０２８千円で、平成２７年度の４７，

４０２，８３４千円に比べて９．８％減少している。歳入面では地方交付税、市税等の

一般財源は平成２７年度で歳入総額の６５．８％、国庫支出金、地方債等の特定財源は

３４．２％を示している。また、令和元年度決算では、一般財源構成比は６８．５％、

特定財源構成比は３１．５％となっており、一般財源の構成比が増えている。 
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歳出の性質別状況は、令和元年度決算における歳出総額に占める人件費、扶助費、公

債費の義務的経費の構成は４２．５％であり、平成２７年度の３９．７％に比べると若

干高くなっているなど、依然として厳しい財政状態に置かれている。 

地方債の平成２７年度末現在高は５８，９３７，８００千円であったものが、令和元

年度末現在高では５３，７７７，２７４千円に減少している。 

このような状況の中、今後も厳しい財政事情が想定できるが、引き続き産業生活基盤

の充実強化を進めながら、若者が定着し、過疎に打ち勝つ夢のあるまちづくりを目指し、

産業活動の多様な展開と活性化を計画的に推進する必要がある。そのためには、財政の

効率的運用と税収の増加策等自主財源の確保に努め、財政基盤の確立を図っていかなけ

ればならない。 

 

表１－２（１）佐渡市財政の状況 （単位：千円、％） 

区    分 平成 22 年度 平成 27 年度 令和元年度 

歳 入 総 額 Ａ 52,179,112 48,856,407 44,807,312 

一  般  財  源 34,369,807 32,151,531 30,688,605 

国 庫 支 出 金 6,127,424 3,360,335 3,654,329 

 都道府県支出金 2,889,054 3,409,336 3,722,720 

地    方    債 5,886,641 6,610,790 3,251,347 

うち過疎対策事業債 467,700 686,000 791,200 

 そ    の    他 2,906,186 3,324,415 3,490,311 

歳 出 総 額 Ｂ 49,461,784 47,402,834 42,714,028 

義 務 的 経 費 18,892,789 18,836,347 18,135,040 

投 資 的 経 費 9,945,596 8,513,634 5,688,063 

うち普通建設事業 8,789,633 8,095,352 5,102,793 

そ  の  他 20,623,399 20,052,853 18,890,925 

うち過疎対策事業費 11,252,011 9,483,134 3,725,750 

歳入歳出差引額 Ｃ＝
(Ａ－Ｂ) 

2,717,328 1,453,573 2,093,284 

翌年度へ繰越すべき財源 
Ｄ 

1,965,402 472,417 741,597 

実質収支 Ｃ－Ｄ 751,926 981,156 1,351,687 

財 政 力 指 数 0.268 0.248 0.228 

公 債 費 負 担 比 率 18.0 20.3 19.6 

実 質 公 債 費 比 率 14.7 13.2 13.6 

起 債 制 限 比 率 8.4 6.3 6.2 

経 常 収 支 比 率 78.8 85.5 92.9 

将 来 負 担 比 率 105.2 118.6 127.6 

地 方 債 現 在 高 49,637,507 58,937,800 53,777,274 
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表１－２（２）主要公共施設等の整備状況 

区    分 
昭和 55 

年度末 

平成２ 

年度末 

平成 12 

年度末 

平成 22 

年度末 

令和元 

年度末 

市 町 村 道  

改 良 率（％） 

舗 装 率（％） 

農     道 

  延   長 （ｍ） 

耕地１ｈａ当たり農道延長（ｍ） 

林     道 

  延   長 （ｍ） 

林野１ｈａ当たり林道延長（ｍ） 

水 道 普 及 率 （％） 

水 洗 化 率 （％） 

人口千人当たり病院、診療所の

病床数（床） 

 

12.6 

9.9 

 

－ 

40.9 

 

236,541 

8.4 

90.0 

0.9 

11.8 

 

31.0 

36.9 

 

－ 

53.3 

 

389,775 

9.3 

96.4 

2.5 

15.1 

 

42.4 

50.3 

 

－ 

56.2 

 

459,121 

18.0 

98.3 

－ 

13.6 

 

47.9 

57.5 

 

331,931 

－ 

 

470,971 

－ 

99.2 

44.5 

13.4 

 

49.2 

58.4 

 

342,528 

－ 

 

469,059 

－ 

99.3 

55.4 

13.8 

 

 

（４）地域の持続的発展の基本方針 

過疎化が進行する中、過去の過疎４法により、本市における過疎対策が展開されてき

た。昭和４５年からの過疎地域対策緊急措置法においては、都市と比べて著しく遅れて

いる道路網、産業基盤、生活基盤の整備、また、昭和５５年からの過疎地域振興特別措

置法では、産業の振興に重点が置かれ土地基盤、漁港の整備、観光振興等が進められた。

平成２年からの過疎地域活性化特別措置法では、産業の振興はもとより、時代の要請も

あり生活環境の整備、高齢者福祉、集落整備、地域間交流の事業等に取り組み、さらに

平成１２年からの過疎地域自立促進特別措置法では、生活安定と福祉向上、個性ある地

域形成等、地域の自立に向けた事業を推進した。これまでの過疎対策により、水道の普

及率が９９．３％で新潟県平均の９９．４％と同水準になるなど、相当の成果があがっ

ている。  

しかし、市道の改良率や下水道の普及率などは依然低く、また、産業振興と雇用、防

災・減災、医療・介護・福祉、教育・文化、超高齢社会への対応など、本市の過疎対策

への課題は山積している。 

本市の持続的発展に当たっては、これまで取り組んできた過疎対策の成果をもとにし

て、更に効果的な施策を推進する必要がある。そのため、「新潟県過疎地域持続的発展方

針」との整合性を図りながら、人口減少対策、地域資源を活かした特色ある地域づくり、
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交流人口の増加、産業振興による雇用創出、交通インフラの整備充実等に取り組むもの

とする。 

 

（５）地域の持続的発展のための基本目標 

項 目 現状（令和 2年度） 目標（令和７年度） 

総人口 
52,467 人 

（令和 3年 3月末） 

46,870 人（社人研推計値） 

を上回る 

社会増減 
▲235 人／年 

（平成 29年～令和 2 年の平均） 
縮小させる 

合計特殊出生率 
1.49 

（令和元年） 
向上させる 

 

（６）計画の達成状況の評価に関する事項 

 本計画は、令和３年度中に策定を予定している「佐渡市総合計画」に基づき総合的な

評価を行う。したがって、本計画の評価についても、総合計画審議会の中で評価を行う

ものとする。 

 

（７）計画期間 

令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５箇年間とする。 

 

（８）公共施設等総合管理計画との整合 

   本市では、市内の公共施設等の全ての現状を把握するとともに、適正な管理や有効な

活用を推進するため、「佐渡市公共施設等総合管理計画」を策定している。 

   本計画においても、公共施設等総合管理計画との整合を図り、公共施設等の整備・管

理を計画的に推進することとする。 
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２ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成 

（１）現況と問題点 

ア 移住・定住 

 本市も高齢化率が既に４０％を超え、周辺部の過疎化や、地域コミュニティの低下な

ど、日本の課題を先行、凝縮する、まさに日本の課題先進地となっている。 

一方で、平成１６年の合併以降、毎年１，０００人規模で人口減少が続いているが、

令和２年度には９５０名の転入のうち、５０４名がＵＩターン者となり、そのうち２９

５名（５９％）が４０歳未満の若者となっていることから、人口減少対策としてＵＩタ

ーンの受入促進と企業誘致に具体的に取り組んでいくことは極めて重要である。 

 

イ 地域間交流 

現在国際交流として、トキが取り持つ縁で中国陝西省洋県と友好交流提携を行ってい

る。国内においては、埼玉県入間市・東京都国分寺市と姉妹都市を結んでおり、物産、

文化・スポーツ、児童・生徒等を中心として交流が行われている。 

また、その他、県内外の地域においても、佐渡の自然体験や地域の風土を活かし、地

域の魅力をアピールすることによる持続的な交流促進を進めている。 

 

ウ 人材育成 

 本市ではＵＩターン者を中心に多様な人材の受入れを確保するため、稼働しなくなっ

た市営住宅等をお試し住宅として活用し、これまで５３世帯を受けいれ、２７世帯が定

住に結びついている。更に、令和２年度におけるＵＩターン者の内訳として、単身世帯

が３２５世帯、夫婦のみが３４世帯、その他の親族を含む世帯が４４世帯となっている

ことから、島の賑やかさを再生するには、生産年齢人口を中心とした若者世代や多子世

帯等、多様な人材を受入れ活躍できる仕組みづくりを進める必要がある。 

 

（２）その対策 

ア 移住・定住 

○移住定住の受入れの拡大と定着を図るため、若者定住家賃補助や空き家改修補助など、

支援メニューの充実化とともに子育て、福祉、就業などの多様な支援を体系化し発信

する。更には、佐渡ＵＩターンサポートセンター中心として、移住者へのフォロー体

制を強化していく。 

○また、多拠点居住者や移住希望者向けの「お試し住宅」を増え続ける民間の空き家を

活用し、受け入れる地域にとっても活性化に繋がるように地域内の関係者のみならず、

都市部の専門人材とも連携しながら、整備・運用を図る。 

 

イ 地域間交流 
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○交流先との連携を密にし、相互の持つ特性を最大限に活用し、文化、スポーツ、産業

等の交流を積極的に進める。 

○佐渡の豊かな自然環境、新鮮な特産物、伝統ある風俗・文化などの地域資源を活用し、

都市との交流を促進する。 

 

ウ 人材育成 

○本市における創業・事業拡大に対する支援とともに民間と連携したビジネスコンテス

トの開催やインキュベーションセンターの整備等でスタートアップ支援を行い、若い

起業家が活躍で出来る組みを構築する。 

○また、誘致した企業の人材と地域内の事業者、団体、学生等との交流を促進すること

で、地域課題の解決や人材育成にも取り組む。 

○更には本社機能の誘致にも取り組むことで、より多くの多様な人材が地域内で活躍す

ることで地域再生の取組みを加速させる。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

１ 移住・定

住・地域間交流

の促進、人材育

成 

過疎地域持続的

発展特別事業 

UI ターンサポート事業 

 内容：移住者受入れ促

進のための支援制度や関

連する人材や企業の受入

促進活動を企画し推進す

る。 

 必要性・効果：交流お

よび定住人口の増加 

佐渡市 

UI ターン者の受

入れ促進により

持続可能な地域

づくりを図る。 

お試し住宅体験事業 

 内容：気軽に移住でき

る島のブランド化を図り

定住に繋げるため整備し

たお試し住宅の運用を図

る。 

 必要性・効果：空き家

の活用、定住人口の増加、

受入れ集落の活性化 

佐渡市 

空き家の利活用

と集落の持続可

能性を高める。 
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企業誘致・スタートアッ

プ支援事業 

 内容：ＩＴベンチャー

企業を中心に企業のスタ

ートアップ支援施策を推

進することで起業成功率

№１の島のブランド化を

進める。 

 必要性・効果：若い人

材を中心に多様な人材が

活躍できる仕組みの構築 

佐渡市 

若い人材を中心

に多様な人材が

活躍できる仕組

みを構築し、持続

可能な地域づく

りを図る。 

姉妹都市交流事業 

 内容：佐渡市と姉妹都

市であり、交流のある埼

玉県入間市や東京都国分

寺市との友好関係発展の

ため、市民団体等による

交流事業を実施する。 

 必要性・効果：人的交

流促進及び情報交流の活

性化による新たな観光ル

ート開発の取組みの推進

や観光受け入れ体制の整

備 

佐渡市 

姉妹都市との交

流事業を行うこ

とで、交流人口の

拡大と情報交流

を推進し、地域間

交流の活性化を

図る。 

基金造成事業（移住・定

住・地域間交流の促進、

人材育成） 

 内容：移住者・定住者

の受入態勢の整備、地域

間交流を推進するための

基金を造成する。 

 必要性・効果：移住・

定住人口の増加、交流人

口の増加 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 

 



 

11 

３ 産業の振興 

（１）現況と問題点 

   本市の人口は年々減少が進み、特に若い世代の減少は著しく、昭和３５年と平成２７

年の国勢調査を比較すると、１５～６４歳の人口は４０，５９４人も減少しており、島

内産業の担い手不足が大きな課題となっている。 

 

ア 農林水産業 

① 農  業 

本市における農業は経営規模が零細であり、農業経営者の高齢化が進んでいる状況に

ある。 

経営形態は水稲を主体としているが、地域性を生かし、国中平野では稲作、南佐渡で

は柿やアスパラ、砂丘地ではそ菜・球根、海岸段丘地では稲作と肉用牛による経営が営

まれている。 

農業は本市の基幹産業としての重要な位置を占めているが、生産者の高齢化、後継者

不足から生産体質が弱く、また規模も零細であることから、農地の流動化による経営基

盤の強化や労働力確保に大きな課題を残している。 

 

② 林  業 

本市の約７割を占める森林は、豊富な森林資源の活用と森林保全、水源のかん養、地

球温暖化防止等、多様な機能の発揮に対する市民の期待が高まる一方で、林業の担い手

不足や木材価格の低迷による採算性の悪化から、森林資源が十分に活用されず、森林の

有する多様な機能の低下が懸念されている。間伐をはじめとした適切な森林管理を推進

するとともに、佐渡産材の安定供給体制の整備や利用拡大が課題となっている。 

 

③ 水 産 業 

本市における水産業は、地域経済を支える重要な産業であり、県下においても佐渡海

域は重要な漁場として位置付けられている。しかし、漁業資源の減少、漁業就業者の減

少と高齢化等により、漁業生産量は減少傾向にあり、また、魚価の低迷などにより、水

産業を取り巻く情勢は厳しさを増している。 

市内には、７の漁協が３４の漁港を基地として操業しているが、経営基盤が弱く、経

営状態が悪化している漁協もある。このような状況において漁協経営・組織基盤の強化、

漁業者の所得向上を図るため、浜の活力再生プランを策定し、計画的な事業実施を推進

している。 

水産資源を有効に活用するため、ブランド化や加工等による高付加価値化の実施が重

要であるが、これまでの漁業者団体による取組では規模が小さく効果が限定的である。 

また、販路拡大を行うにあたり市外出荷による輸送コスト増大と安定供給体制が課題

となっている。 

つくり、育て、管理する漁業を一層推進するとともに、新規就業者の確保・育成や定
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住のための就業・生活環境の充実が必要である。 

 

イ 商  業 

本市の卸売業、小売業規模は、平成２８年経済センサス活動調査によると、１事業所

当たり従業者数は県の平均７．４人と比較すると４．９人と零細であり、１事業所当た

り売上（収入）金額では１０，７２５万円と県平均の２６，９６１万円を大きく下回っ

ている。また、商店数も年々減少している。 

近年、大型店舗・専門店の進出、人口減少に伴う地域購買力の衰退、商店主の高齢化

及び後継者不足による廃業により、既成市街地の店舗、地域の小売店に空き店舗が点在

するようになった。 

現在、一部商店街において、地域と連携した活性化への取り組みを進めている。 

 

ウ 工  業 

本市の製造業の事業所は、平成２８年経済センサス活動調査によると２２２で、食料

品業、木材・木製品業、窯業・土石製品業などが主である。１事業所当たりの従業員数

は８人で県平均の１７．６人に比べ小規模になっている。 

売上高については、１事業所当たり８，９１４万円であり、県平均の４５，６８２万

円を大きく下回っている。 

企業誘致については、雇用の創出と島内の活性化を図るため新潟県や首都圏佐渡連合

会と連携し、積極的に進めており、平成２０年４月及び平成２７年４月の専門学校誘致

を始め、情報サービス系の企業やコールセンター等の誘致を行っている。 

現在も島内の一次産品を活用できる製造業、情報サービス業、コールセンター業、無

店舗小売業（ＩＣＴを活用した販売による卸・小売に限る。）の誘致を推進している。 

 

エ 観  光 

佐渡の観光客入り込み数は、平成３年の１２１万人をピークに減少を続け、令和元年

には 50 万人、令和２年にはコロナウイルス感染症の影響により 25万人まで落ち込み、

島内経済に深刻な影響を及ぼしている。外国人旅行者については、これまで好調に推移

してきたものの、コロナ禍の影響により令和 2年は約 300 人（令和元年約 8,000 人）と

いう結果になった。また、旅行形態が団体から、個人・家族・グループへと変化し、予

約形態も旅行代理店を通じた予約からインターネットを通じた予約が増加している。 

また、観光の目的も従来の見る観光から暮らすように旅をする滞在型の観光へ変わっ

てきており多様化するニーズにあった受入れ体制の整備が緊急の課題である。 

 

（２）その対策 

○生産年齢人口の増加に向け、新たな起業支援や多様な人材が活用できる仕組みの構築、

企業の事業拡大、商品の高付加価値化などを推進する。 

○雇用の創出・拡大を図り、持続可能な産業を目指す。 
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ア 農林水産業 

① 農  業 

○耕地面積の減少に対する生産構造対策として、国営・県営総合土地改良事業、県営ほ

場整備事業等の活用による生産基盤の確立を推進する。 

○土地基盤整備による農地流動化の促進と、農業用排水の整備による農業生産活動の可

能性を拡大し、水田の汎用化、畑作物の生産安定、品質向上を目指す。 

○トキをシンボルとした生きものと共生する生物多様性農業を目指した「トキと暮らす

島 生物多様性佐渡戦略」を平成 24年 6月に策定している。佐渡の豊かな自然と暮ら

しの保全・再生めざし、知る・守る・使うの基本目標を設定し推進する。 

○佐渡米やおけさ柿等の果樹及び佐渡牛など、農畜産物の高品質・高付加価値化に取り

組むとともに、低コスト生産を図る。 

○関係機関と連携しながら島外への多様な販売網の構築を進めるとともに、島内消費を

拡大するため地産地消を促進する。 

○更なる環境イメージ戦略に取り組み、消費者や企業との交流を通して人材交流や企業

誘致等に結び付けるなど島外資本を活用し、地域農業全体の活性化を図る。 

○島内産業の６次産業化と他産業との連携を通じ、地場産の農林水産物等の生産、加工、

販売できる流通システムづくりを推進し、地域経済の活性化を図る。 

○法人や団体等の農業参入を促進するとともに、若者や退職者世代等Ｕ・Ｉターン者を

多様な担い手と位置付けて確保を図る。 

〇国及び県の施策と連動し、生物多様性等の佐渡の特徴を活かし、島内の循環による環

境と経済の両立を促進し、豊かな生活環境の実現を目指す。 

○市と大学相互の資源活用により、シンポジウムや講座等を通し、自然再生活動と農林

水産業を軸とした地域経済が好循環する環境経済システムの構築等を目指す。 

 

② 林  業 

○健全な森林を育むため、山林の保全、水源のかん養、地球温暖化防止等の多様な機能の

発揮に配慮しながら、利用間伐等による積極的な森林資源の活用や、地域の特性に応じ

た造林・間伐等の計画的な森林整備を推進する。  

○人工林については、森林の持つ多面的機能の発揮や良質な木材を育成するための適切な

森林整備を推進し、持続可能な林業経営を目指す。  

また、森林環境譲与税を活用し、適切な森林整備を進めることで、森林の公益的機能が

発揮されるよう、経営管理体制の構築や人材育成等を支援する。  

○天然林については、多様な機能を持続的に発揮させるための適切な管理や自然に親しむ

などのレクリエーション利用に加え、きのこ原木、木炭等の生産活動等、目的に応じた

森林整備を推進する。  

○製材用に加え、合板や木質バイオマス発電などの多様な木材需要に対応するため、森林

資源のフル活用を進めて林業関係者の所得向上を促すとともに、伐採後の再造林を支援

し、森林資源の循環利用を促進する。  

○木材生産の拡大により生産効率を向上させるとともに、施業地の集約化や路網・中間土
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場の整備、機械化等による低コストな生産体制の構築を進める。さらに、加工流通の効

率化に向けた製材工場の加工能力の強化や、消費者ニーズに応じた製品の安定供給体制

を構築し、住宅分野での佐渡産材利用の促進や非住宅分野での木造・木質化を推進する

とともに、新たな技術を活用した木材の用途拡大を図る。 

併せて、広く一般市民に向け、木材を使用する意義や特徴等をPRすることにより、木材

需要の拡大を図る。  

○地域林業の中核的担い手である森林組合等林業事業体については、集約化施業の推進に

よる事業量の安定確保や生産コストの低減を支援するとともに、若者を中心とした新規

就業者の確保・定着を図るため、通年雇用化や労働負荷を軽減する高性能機械の導入等

の雇用条件と就労環境の改善を促進する。  

 

③ 水 産 業 

○栽培漁業や漁場造成及び資源管理を一体的に推進し、水産資源の増大を図る。 

○戦略産品の移出及びそれら原材料等の移入に係る海上輸送費を支援することで、流通

条件不利性の緩和を図り、生産量及び生産人口を維持・起業の誘致、所得の向上に繋

げ、離島の産業の活性化を図る。 

○水産物の加工・販路拡大の取組を行う漁業者団体の合併及び連携の推進と観光産業や

学校給食センター等との連携を推進し、安定供給体制の構築による水産物の利用拡大

を図る。 

○捕る漁業と育てる養殖漁業を組み合わせた複合的な漁業経営を推進するため、養殖魚

種の発掘に努める。 

○収益性の高い漁業経営の実現に向け、漁業経営体質を強化するため、組織基盤の強化

や活力ある漁協・漁業者の支援や協業化を推進する。 

○意欲ある漁業就業希望者を確保するため、情報発信を強化する。また、新規就業者を

経営能力の高い漁業者に育成するため、漁村地域が一体となった担い手のサポート等

による就業・生活環境整備を進めるとともに、漁船等の設備投資に対する支援体制を

充実させる。 

○漁港の役割や機能に応じた効率的な施設整備を推進し、既存施設による漁港機能の確

保に努める。 

○水産業・漁村が有している多面的機能が発揮されるよう、水域環境の保全、漁港海岸

の保全と環境整備による安全な地域づくり推進の一環として、海山の連携活動を始め、

体験学習・交流事業を促進する。 

 

イ 商  業 

○地域景観に配慮し、地域の特性を踏まえ、個性的、伝統的な地域文化を生かした魅力

的な商店街づくりを推進する。 

○多様化する消費者ニーズに対応し、地域住民にとって利用しやすい活気のある商店街

づくりを推進する。 

○郊外、商店街の商業集積区域のすみわけを明確にするとともに、中心市街地活性化法
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等に基づき、空き店舗対策を推進する。 

 

ウ 工  業 

○地場資源（農林水産物）を活用した製造業の振興を図る。 

○観光産業や関係機関との連携・情報収集活動を強化し、新製品の開発とブランド化を

図る。 

○「環境にやさしい島づくり」のもと、輸送コストの負荷が少ない小型部品製造関連産

業やＩＴ関連産業の集積を図る。 

 

エ 観  光 

○関係者・団体が一体となって、After コロナに向けた環境整備の推進を図り、新しい

方向を目指す。 

○佐渡の恵まれた自然・文化・歴史・産業等の地域資源を有効に活用し、質の高い魅力

ある滞在型の観光地づくりを推進する。 

○観光地の美化対策など、きめ細かいサービスに取り組み、佐渡観光のレベルアップと

イメージアップを図る。 

○訪れたお客様が快適に佐渡観光を楽しめるよう、インターネットによる通情報発信、

分かりやすい観光案内、案内標識や公衆トイレなど、受入環境の整備を図る。 

○多様化する観光ニーズに対応するためアウトドア・アクティビティなど、新たな商品

づくりや活用に向けた調査、取り組みを進める。 

  ○コロナ後のインバウンド需要回復を見据えた、情報発信や多言語化の対応を進める。 

 ○データ分析業務及びさどまる倶楽部アプリ等による観光客の動向や満足度調査、入込

分析などの観光関連データをマーケティング活動に生かし、政策への反映、戦略の展

開を図る。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展施

策区分 
事業名（施設名） 事 業 内 容 

事 業主 

体 
備考 

２ 産業の振

興 

基盤整備 

 ・農業 

県営かんがい排水事業負

担金（一般型）（佐渡地

区）  

  用水路工 L=25.0km 

新潟県   

県営かんがい排水事業負

担金（一般型）（潟端地

区）  

 用水路工 L=4.5km 

新潟県   
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県営かんがい排水事業負

担金（集積型）（達者地

区）  

  用水路工 L=4.2km 

 ファームポンド工 N=2

箇所 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（国府川左岸

2期地区） 

 用水路工 L=85.9km 

 道路工 L=14.9km 

 暗渠排水工 A=584ha 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（羽

茂沖地区） 

 用水路工 L=19.8km 

 排水路工 L=2.3km 

 暗渠排水工 A=54ha 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（新

貝地区） 

 区画整理 A=102ha 

 暗渠排水工 A=102ha 

 用水路工 L=1.7km 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（開

田六区地区） 

 区画整理 A=32ha 

 暗渠排水工 A=32ha 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（長

江地区） 

 区画整理 A=38ha 

 暗渠排水工 A=38ha 

新潟県   
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県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（大

和田地区） 

 区画整理 A=21ha 

 暗渠排水工 A=21ha 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（千

種沖地区） 

 区画整理 A=30ha 

新潟県   

県営経営体育成基盤整備

事業負担金（ほ場）（新

穂北方地区） 

 区画整理 A=7ha 

 暗渠排水工 A=7ha 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（尾嵩郷内地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（長江地区） ため

池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（旭地区） 

 ため池改修 １箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（仲之入地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（安養寺地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（浜中地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（水津地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（西野堤地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   



 

18 

県営ため池等整備事業負

担金（苦竹沢地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（砥石池地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（大石平耕地整理堤

地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（柏木沢ため池地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営ため池等整備事業負

担金（上野地区） 

 ため池改修 N=1 箇所 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（相川南部地

区） 

 区画整理 A=7ha 

 暗渠排水工 A=5ha 

 ため池改修 N=15 箇所 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（西三川地区） 

 用水路工 L=7.0km 

  農業集落排水 L=155m 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（吉井潟端地

区） 

 用水路工 L=5.9km 

 集落防災安全 N=1 箇所 

 揚水機場 N=3 箇所 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（相川北部地

区） 

 区画整理 A=16ha 

 用水路工 L=908m 

 ため池改修 N=2 箇所 

新潟県   
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県営中山間地域総合整備

事業負担金（川茂地区） 

区画整理 A=15ha 用水路

工 L=4.2km 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（相川中部地

区） 

 区画整理 A=11ha 

 用水路工 L=1.5km 

 ため池改修 N=6 箇所 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（大小地区） 

 区画整理 A=21ha 

 用水路工 L=7.9km 

新潟県   

県営中山間地域総合整備

事業負担金（佐渡南部地

区） 

 用水路工 L=34.7km 

 ため池改修 N=2 箇所 

 暗渠排水工 A=10ha 

新潟県   

漁港施設 和木漁港漁港施設機能強

化事業 

 東防波堤改良 L=110m 

佐渡市   

入桑漁港改修事業 

 北防波堤改良 L=87.0m 
佐渡市   

浦川漁港改修事業 

 東防波堤改良 L=345.3m 
佐渡市   

真更川漁港改修事業 

 北防波堤改良 L=147.1m 
佐渡市   
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過疎地域持続的

発展特別事業 

生物多様性戦略推進事業 

(生物多様性促進事業) 

 内容：生物多様性佐渡

戦略（朱鷺と暮らす郷づ

くり認証制度、交流・PR

事業等）、世界農業遺産

（認定地域連携、PR、棚

田保全等）を推進する。 

 必要性・効果：佐渡の

豊かな生物多様性保全に

よる、農林水産物のブラ

ンド化、環境と経済の好

循環 

佐渡市 

２０１２年に策

定された戦略推

進の事業。 

佐渡の生物多様

性豊かな環境を

維持することで

環境と経済の好

循環を促す。 

海上輸送費支援事業(対

象品目：水産品、飲料、

電気機械、原木、農産加

工品) 

 内容：海上輸送費に係

る費用を支援する。 

 必要性・効果：輸送コ

ストの低減化による流通

条件不利性の緩和、生産

者所得向上、離島の活性

化 

佐渡市 

海上輸送費を支

援することで、流

通条件不利性の

緩和が図られ、生

産量及び生産人

口の維持、企業の

誘致、生産者所得

の向上に繋がる。 

創業・事業拡大等支援事

業 

 内容：雇用の創出に資

する民間事業者等の創業

や事業拡大に係る設備投

資等の費用を助成する。 

 必要性・効果：雇用の

創出、産業の振興 

佐渡市 

民間事業者等の

創業や事業拡大

に係る設備投資

等の費用を助成

することで、雇用

の創出を図る。 
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地産地消推進事業 

内容：１１月を地産地

消月間と定め、地産地消

フェスタ、佐渡ふれあい

軽トラ市等のイベントを

開催し、佐渡産品の購入

に対する市民への意識啓

発を図る。また、学校、

保育園、ホテル等での佐

渡産野菜使用率の向上及

び高齢者の生きがいと健

康づくりのため、庭先集

荷事業を実施する。 

必要性・効果：佐渡産

品の購入促進、島内の経

済活性化、自給率向上、

高齢者の生きがいづくり 

佐渡市 

島内資源の循環

を促進すること

で、持続可能な社

会に貢献する。 

中山間地域等直接支払事

業 

 内容：多面的機能確保

のための事業（平野部と

中山間地の一体的取組

み）を実施する。 

 必要性・効果：中山間

地域における農業生産の

維持 

佐渡市 

中山間地域にお

ける農業基盤を

維持していくこ

とで、農業の生産

体制を持続させ

る。 

造林事業 

 内容：森林の健全な育

成を図るため、市有林の

森林整備、及び民間の所

有する森林整備に対して

支援する。 

 必要性・効果：多様な

機能を持つ森林資源の保

護、維持・培養 

佐渡市 

森林整備費用を

支援することで、

山主へ還元でき

るようになり、放

置された森林の

整備に繋がる。 
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離島漁業再生支援交付金

事業 

 内容：漁業集落が漁業

所得の向上と漁業就業者

の維持を目標として取り

組む活動を支援する。 

 必要性・効果：漁業所

得の向上、新規就業者の

確保・定着 

佐渡市 

種苗放流等の漁

場の生産力の向

上に関する取組

みや販路拡大等

の取組みを行う

ことで長期的な

漁業所得の向上

を図る。また、新

規漁業就業者の

初期負担等を軽

減し、新規就業者

の確保・定着を促

進することで、漁

業者の減少を抑

制していく。 

観光振興対策事業 

内容：情報発信、推進

体制の強化、観光資源の

活用、イベント開催の助

成、島内二次交通を含め

た受入環境の整備等を実

施する。周遊在型観光の

推進、連携都市等との交

流促進、合宿誘致補助、

コンベンション開催補助

制度等を活用した誘致を

実施する。また、データ

マーケティング、CRM を

通して効果的なプロモー

ションを行う。 

必要性・効果：佐渡の

魅力を高めることによる

佐渡ファンの拡大・観光

た客の誘致、満足度向上

を目指した受入環境の整

備 

佐渡市 

交流人口の拡大

により、観光産業

のみならず、地域

経済の活性化が

図られる。 
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地場産品販路開拓支援事

業 

 内容：佐渡産品の販路

拡大及び情報収集を支援

するため、見本市等出展

の際の出展料の一部を支

援する。 

 必要性・効果：島内企

業の経営基盤の強化、新

製品の情報発信 

佐渡市 

佐渡産品の販路

拡大及び情報収

集を支援するこ

とで、島内企業の

経営基盤の強化

を図る。 

中小企業人材力向上支援

事業 

 内容：中小企業の資

質・能力・技術力を向上

するために、研修会の開

催経費や受講経費の一部

を補助する。 

 必要性・効果：島内企

業の人材育成 

佐渡市 

研修会の開催経

費や受講経費の

一部を補助する

ことを通じて、島

内企業の人材育

成を図る。 

企業ブランド力強化支援

事業 

 内容：島内事業者の広

報活動等により企業や商

品サービスの認知拡大を

図り、ＵＩターン者等の

人材の確保をに繋げる。 

 必要性・効果：雇用の

創出 

佐渡市 

島内事業者の広

報活動等により、

企業や商品サー

ビスの認知拡大

を図り、人材確保

に繋げる。 
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地域商店魅力向上支援事

業 

 内容：市内の中心市街

地の商店街の活性化を図

るため、商店街の魅力向

上、空き店舗活用等の新

たな取組を行う者等を支

援する。 

 必要性・効果：地場産

業の活性化、地域経済の

活性化、産業の振興 

佐渡市 

商店街の魅力向

上、空き店舗活用

等の新たな取組

を行う者等を支

援することで、地

域経済の活性化

を図る。 

外国人旅行客誘致事業 

 内容：東アジアをはじ

め欧米・東南アジア等を

ターゲットとし、佐渡へ

の旅行客誘致や島内での

受入態勢の整備促進を図

る。 

 必要性・効果：外国人

誘客と交流人口の拡大 

佐渡市 

交流人口の拡大

により、観光産業

のみならず、地域

経済の活性化が

図られる。 

集落営農・担い手支援事

業 

 内容：集落・地域の実

態に合わせた営農体制の

推進とともに、多様な担

い手、及び地域農業を支

え、経営改善に意欲のあ

る農業経営体の支援・育

成を行う。 

 必要性・効果：担い手

の確保、将来にわたる持

続可能な営農体制の確立 

佐渡市 

中心経営体及び

新規就農者の確

保、集落営農組織

を強化すること

により、持続可能

な営農体制の確

立につながる。 
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園芸作物振興事業 

 内容：おけさ柿のブラ

ンド化を図るとともに、

他の園芸作物等の生産、

販売拡大を支援する。 

 必要性・効果：所得確

保の支援、園芸作物生産

者の減少対策、担い手の

育成 

佐渡市 

島内資源の循環

を促進すること

で、持続可能な社

会に貢献する。 

環境保全型農業直接支援

対策事業 

 内容：自然環境の保全

に資する農業生産活動の

実施に伴う追加的コスト

を支援する。 

 必要性・効果：生物多

様性保全等への取り組

み、農産物の高付加価値

化による農産物の販路拡

大 

佐渡市 

島内資源の循環

を促進すること

で、持続可能な社

会に貢献する。 

水田経営安定対策事業 

 内容：水田経営の安定

及び地域産業の維持のた

め、農業経営の収益性向

上、地域の活性化を図る

ために、水田経営の安定

に必要な産地づくり対策

を実施する。 

 必要性・効果：水田経

営の安定及び地域産業の

維持 

佐渡市 

水田経営の安定

化により持続可

能な農業経営に

貢献し、将来にわ

たって担い手を

確保する。 
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佐渡米品質向上プロジェ

クト事業 

  内容：米の品質向上に

よる佐渡米のブランド化

を図る。 

  必要性・効果：米のブ

ランド化、販路拡大によ

る農家所得の確保、担い

手の確保 

佐渡市 

農業経営の安定

化のため、農業者

個々のスキルア

ップと所得の向

上により農業を

維持継続する。 

佐渡米無農薬無化学肥料

栽培等プロジェクト事業 

 内容：低炭素、島内資

源の循環による持続可能

な農業体制を構築するた

め、生きものを育む農法

を主体として、佐渡米品

質向上プロジェクト事業

の高度化を図る。 

 必要性・効果：低炭素、

島内資源の循環による持

続可能な農業体制の構築 

佐渡市 

島内資源の循環

を促進すること

で、持続可能な社

会に貢献する。 

畜産振興事業 

 内容：畜産業の維持発

展のために品質、生産数

量の向上を推進する。 

 必要性・効果：畜産農

家の経営の安定、担い手

育成 

佐渡市 

島内資源の循環

を促進すること

で、持続可能な社

会に貢献する。 
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販売網構築事業 

 内容：佐渡産品の更な

るブランド化を進めるこ

とで、付加価値を高めて

国内外に販売をする。朱

鷺と暮らす郷米の販売力

の維持はもちろん、更な

る強化のため、多様な販

売網を構築する。 

 必要性・効果：佐渡ブ

ランド力の向上、消費者

への佐渡の多様な魅力の

幅広い周知 

佐渡市 

ブランド力の向

上、魅力発信によ

り、基幹産業であ

る第 1次産業の

維持・拡大を図

る。 

基金造成事業(産業の振

興) 

 内容：佐渡島内の農林

水産業、観商工業が将来

に渡り持続、及び活性化

できるよう支援・整備を

実施するための基金を造

成する。 

 必要性・効果：島内産

業の維持活性化 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 

林業振興事業 

 内容：島内産材の利用

促進及び林業振興に貢献

する団体の活動を支援す

る。 

 必要性・効果：島内産

材の利用促進、経営の安

定及び産業の振興 

佐渡市 

当事業により、地

元産材を使う住

宅建築等に対し

支援することで、

地元産材の需要

を増やし、木材の

市内循環を目指

す。 
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キャリアアップ支援事業 

 内容：非正規雇用労働

者から正規雇用への促進

を図るため、事業所が負

担する社会保険料相当額

を支援する。 

 必要性・効果：雇用の

創出・促進 

佐渡市 

事業所が負担す

る社会保険料相

当額を支援する

ことで非正規雇

用労働者から正

規雇用への促進

を図り、雇用の創

出・促進に繋げ

る。 

販売流通体制整備事業 

 内容：流通効率化設備

の導入に係る費用を補助

する。 

 必要性・効果：流通条

件不利性の緩和、産業の

振興、生産者所得向上、

離島の活性化 

佐渡市 

流通効率化設備

の導入に係る費

用を補助するこ

とにより、流通条

件不利性の緩和

を図る。 

種苗生産・蓄養事業 

 内容：コンブ等の種苗

生産を行う。また,蓄養水

槽を漁業者へ貸与する。 

 必要性・効果：資源量

に左右されない安定した

養殖漁業の推進と蓄養に

よる漁獲物の付加価値向

上 

佐渡市 

天然資源に左右

されない新たな

養殖漁業を発掘

し、推進すること

で漁業経営の安

定化が図られる。 

漁業資金利子助成事業 

 内容：融資機関が漁業

者等に行う貸付資金に係

る利子の一部を助成す

る。 

 必要性・効果：漁業者

等の資本装備の高度化 

佐渡市 

漁業者等の資本

装備の高度化を

図り、その経営の

近代化に資する。 
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加茂湖環境保全事業 

 内容：漁業者団体が管

理する海水導入施設等の

電気料に対して補助す

る。 

 必要性・効果：加茂湖

の水質保全及び水域浄化

による牡蠣養殖の安定化 

佐渡市 

加茂湖の環境保

全活動を推進す

ることで牡蠣養

殖の安定生産が

図られる。 

 

 

 

（４）産業振興促進事項 

 （ⅰ）産業促進区域及び振興すべき業種 

産業振興促進区域 業種 計画期間 備 考 

佐渡市全域 製造業、農林水産物等

販売業、旅館業、情報

サービス業 

令和３年４月１日～ 

令和８年３月３１日 

 

 

（ⅱ）当該業種の振興を促進するために行う事業の内容 

  上記（２）その対策及び（３）計画のとおり。
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４ 地域における情報化 

（１）現況と問題点 

ＩＣＴの活用が世界規模で進展する中、本市においても民間通信事業者による高速通

信網整備の整備が行われてきたが、周辺部においては整備が遅れている。これら地域で

は平成２０年度に市内全域で整備を行ったケーブルテレビによるブロードバンド化以降

は通信の高速化が行われておらず、現在求められている超高速通信環境のサービス提供

は行われていないことから、これら地域の光ファイバー等を利用した高速通信網の整備

が課題となっている。 

また、インターネット利用端末のパソコンからスマートフォンやタブレットなどの携

帯端末への移行が進む中、屋外で利用可能な環境整備として携帯電話などの移動体通信

サービスの充実が求められている。市内全域で携帯電話の不感地域はほぼ解消されてい

るものの、さらなる高速化や通信品質の向上が求められているほか、Wi-Fi 環境の提供

等も需用が高まっており、さらなるサービスの充実が急がれる。 

災害等の緊急時の情報伝達方法については、佐渡市緊急情報伝達システムを中心に、

市民メール、エリアメール、CATV 等を利用している。緊急情報伝達システムは、１８８

箇所の屋外スピーカーと戸別受信機により構成されているが、個別受信機の設置率が、

およそ７１％にとどまっていることから、１００％の設置率を目指して取組を進める必

要がある。 

 

（２）その対策 

携帯電話等の移動体通信施設については、市内全域で通信可能とするため、民間事業

者と市の連携により整備を進める。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

３ 地域にお

ける情報化 

電気通信施設等

情報化のための

施設 

 ・防災行政用

無線施設 

緊急情報伝達システム管

理運営事業 

  内容：戸別受信機を設

置する。 

  必要性・効果：重大な

自然災害に対する被害防

止対策、災害情報の住民

への伝達 

佐渡市   
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５ 交通施設の整備、交通手段の確保 

（１）現況と問題点 

ア 道路（国県道・市道） 

本市の道路網は、両津港から市の中央部を横断し、小木港に至る国道３５０号を中心

に、主要地方道佐渡一周線が海岸沿いに市の周囲を走り、その他主要地方道及び一般県

道並びに市道が各地域を結んでいるが、周辺地域から中央部までの道路は依然として未

改良箇所が多く、災害時に対応する迂回路の確保も困難な状況にある。 

本市の交通体系は自動車への依存度が高く、とりわけ中央に位置する総合病院までの

区間は緊急医療の面からも、早急な整備を推進する必要がある。また、港湾、観光施設

等あらゆる交通拠点との効率的な連携を図る観点から、質の高い道路ネットワークの整

備を計画的に進める必要がある。 

 

イ 林  道 

市の面積の７０％以上を占める森林資源を総合的かつ有効に活用するためには、現有

林道の適正な維持管理が必要である。 

 

ウ 港  湾 

本市には、両津港、小木港、赤泊港、二見港の４つの港湾があり、島民の生活を支え

る物流・人流の拠点として重要な役割を担っている。施設の整備については、計画的に

進められているが、佐渡地域の振興のためにもなお一層の機能充実（耐震強化岸壁、大

型船が着岸可能な岸壁等）が必要である。また、整備に当たっては周辺地域に配慮した

環境整備や親水性の高い港湾整備が求められる。 

 

エ 生活交通等確保対策 

  近年のマイカー利用の増大や、少子高齢化の進展などにより、公共交通の利用者は減

少し、市の財政負担は増加の一途をたどっている。一方で公共交通は高齢者、通院者及

び学生などの交通弱者の移動手段として必要不可欠であり、また観光客等の来訪者の足

としても充実が求められ、交通体系の抜本的な見直しが求められている。 

 

オ 航路、航空路対策 

  平成２６年４月以降、島内には定期航空路線がなく、本土との唯一の交通手段である

航路も年々利用者が減少しており、航路事業者の安定した経営や船舶の老朽化に伴う代

替船舶の建造が急務となっている。また、航路運賃が割高で航路利用の障壁となってい

る。航路は冬場など欠航による不確実性があるため、離島航空路線の再開による確実性

の確保により、島民が安心して生活できる環境を整備する必要がある。 

 

カ その他 

本市は平成１６年に１０市町村による合併が行われたが、面積も広く、地域性も多様
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である。 

 

（２）その対策 

ア 道路（国県道・市道） 

○市街地間や集落間、地域拠点地区との連絡を図る道路など、本市の発展に大きな役割

を果たす幹線道路の整備を行う。 

○住民の生活に密着した生活関連道路は、交通量、公共施設の配置、防災機能、緊急医

療、交通安全対策等を勘案し、計画的に整備する。 

○歩行者の安全性に配慮した歩道整備を推進する。 

○市民及び観光客の利便性を考え、図柄等が統一された道路案内標識等を整備する。 

 

イ 林  道 

○森林資源の有効利用を図るため、自然環境の保全に配慮し、林道施設の適正な維持管

理を図る。 

 

ウ 港  湾 

○港湾整備については、本市の産業振興と住民生活向上の基礎的条件及び防災拠点であ

り、引き続き施設整備を推進する。 

 

エ 生活交通等確保対策 

○地域住民の生活に支障が生じないように公共交通手段の維持・確保に努める。 

〇免許返納制度等により、公共交通の利用促進及び交通事故の抑制を図る。 

〇観光客等の移動手段として、効率的かつ利便性の高い持続可能な交通体系の整備を図

る。 

 

オ 航路、航空路対策 

 ○県とともに本土と短時間で結ぶ航空路線の早期再開を目指す。 

 ○魅力ある船旅の創出や利用促進を図り、航路の維持及び安定した運航を確保する。 

 〇利用しやすい運航ダイヤ、運賃の低廉化・多様化などにより航路の利便性向上に努め

る。 

 

カ そ の 他 

○市民の安全・安心、産業振興にとって重要である交通体系の整備は、医療の確保や企

業進出、交流人口の拡大等に大きく影響するため、これらの課題の克服と市民の利便

性の向上、地域経済の活性化を図るための基金を造成して法失効後の活用も視野に、

将来に渡り持続可能な航空路の整備又は維持、航路の充実、航路の活性化及び島内公

共交通体系の整備等のための事業を行う。 
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（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

４ 交通施設

の整備、交通手

段の確保 

市町村道 

 ・道路 

海府幹線１号線（改良舗

装） 

 L=1,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

海府幹線２号線（法面保

護） 

 A=100 ㎡ 

佐渡市   

両津幹線６号線（側溝改

修） 

 L=124m 

佐渡市   

河崎幹線３号線（改良舗

装） 

 L=140m W=5.0(6.0)m 

佐渡市   

河崎幹線５号線（改良舗

装） 

 L=1,286m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

河崎幹線１３号線（改良

舗装） 

 L=630m W=6.0(7.0)m 

佐渡市   

加茂幹線８号線（改良舗

装） 

 L=600m W=5.5(6.5)m 

佐渡市   

鷲崎１３号線（改良舗装） 

 L=340m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

黒姫１号線（改良舗装） 

 L=40m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

野浦２号線（改良舗装） 

 L=30m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

見立１号線（交付金事業） 

 L=400m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

見立４号線（改良舗装） 

 L=40m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   
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平松２号線（交付金事業） 

 L=800m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

梅津３～１４号線（舗装） 

 L=1,000m 

W=2.5(3.5)m 

佐渡市   

加茂歌代６号線（歩道改

修） 

 L=114m 

佐渡市   

長江２号線（改良舗装） 

 L=50m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

長江１３号線（改良舗装） 

 L=845m W=4.0(6.0)m 
佐渡市   

下横山１号線（改良舗装） 

 L=1,320m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

下横山２号線（改良舗装） 

 L=110m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

立野１２号線（改良舗装） 

 L=500m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

吾潟１６号線（舗装） 

 L=90m W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

住吉１号線（改良舗装） 

 L=800m W=5.0(6.0)m 
佐渡市   

住吉２７号線（改良舗装） 

 L=400m W=5.0(6.0)m 
佐渡市   

河崎６号線（改良舗装） 

 L=150m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

河崎１３号線（改良舗装） 

 L=489m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

相川６２号線（改良舗装） 

 L=550m W=6.0(8.0)m 
佐渡市   

相川７２号線（改良舗装） 

 L=40m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

相川１００号線（改良舗

装） 

 L=50m W=6.0(8.0)m 

佐渡市   
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相川１２９号線（改良舗

装） 

 L=100m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

相川１６９・１７７号線

（改良舗装） 

 L=500m W=6.0(8.0)m 

佐渡市   

相川１７７号線（改良舗

装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

相川２２０号線（改良舗

装） 

 L=2,450m 

W=6.0(8.0)m 

佐渡市   

黒岩線（改良舗装） 

 L=5,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

大倉１号線（改良舗装） 

 L=2,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

関９号線（改良舗装） 

 L=1,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

小野見１号線（改良舗装） 

 L=500m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

小野見２６号線（改良舗

装） 

 L=200m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

北田野浦２４号線（側溝

整備） 

 L=200m 

佐渡市   

高千１９号線（改良舗装） 

 L=500m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

達者７１号線（改良舗装） 

 L=500m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

戸中１号線（法面保護） 

 A=1000 ㎡ 
佐渡市   



 

36 

  

城址公園線（改良舗装） 

 L=720m 

W=10.0(12.0)m 

佐渡市   

稲鯨１８号線（改良舗装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

稲鯨１１１号線（改良舗

装） 

 L=50m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

二宮幹線２号（改良舗装） 

 L=80m 橋梁 1橋 

W=5.0(7.0)m 

佐渡市   

二宮幹線５号（改良舗装） 

 L=100m  W=5.5(7.0)m 
佐渡市   

二宮幹線６号（改良舗装） 

 L=100m  W=5.5(7.0)m 
佐渡市   

二宮幹線７号（改良舗装） 

 L=200m  W=6.0(8.0)m 
佐渡市   

二宮幹線８号（改良舗装） 

 L=2,100m  

W=5.5(8.0)m 

佐渡市   

二宮幹線１８号（改良舗

装） 

 L=200m  W=6.0(8.0)m 

佐渡市   

二宮幹線１１・１８号（通

学路整備） 

 L=600m 

佐渡市   

二宮４５号線（改良舗装） 

 L=500m  W=5.5(7.0)m 
佐渡市   

二宮８５号線（交付金事

業） 

 L=150m  W=5.0(6.0)m 

佐渡市   

二宮１０３号線（改良舗

装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

二宮１３４号線（改良舗

装） 

 L=200m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   
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二宮１３５号線（改良舗

装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

二宮１３７号線（改良舗

装）L=150m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

二宮１４３号線（改良舗

装）L=250m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

二宮１４６・１４７号線

（改良舗装）L=360m  

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

二宮３５６号線（改良舗

装） 

 L=2,315m  

W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

八幡幹線６号（改良舗装） 

 L=25m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

八幡４５号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

八幡７６号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

八幡９１号線（改良舗装） 

 L=190m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

八幡９４号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0) m 
佐渡市   

八幡９６．９８号線（改

良舗装） 

 L=130m  W=4.0(5.0) m 

佐渡市   

河原田幹線１２号（改良

舗装） 

 L=120m  W=5.0(6.0)m 

佐渡市   

河原田３３号線（改良舗

装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

河原田３５号線（改良舗

装） 

 L=160m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   



 

38 

  

沢根幹線８号（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

金井３号線（改良舗装） 

 L=560m W=5.5(7.0)m 
佐渡市   

平清水２８号線（改良舗

装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

泉６１号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

泉８８号線（改良舗装） 

 L=650m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

中興７号線（改良舗装） 

 L=200m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

中興５０号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

中興１００・１０３号線

（改良舗装） 

 L=350m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

尾花９号線（改良舗装） 

 L=950m  W=8.0(12.0)m 
佐渡市   

尾花１８号線（改良舗装） 

 L=500m  W=8.0(16.0)m 
佐渡市   

千種２号線（改良舗装） 

 L=730m  W=4.0(6.0)m 
佐渡市   

千種３号線（改良舗装） 

 L=460m  W=4.0(6.0)m 
佐渡市   

金井新保２１号線（改良

舗装） 

 L=146m  W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

金井新保３８号線（改良

舗装） 

 L=110m  W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

金井新保５７号線（改良

舗装） 

 L=250m  W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

貝塚３号線（改良舗装） 

 L=119m  W=3.0(4.0)m 
佐渡市   
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貝塚１５号線（改良舗装） 

 L=150m  W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

貝塚１８号線（改良舗装） 

 L=100m  W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

大和３５号線（改良舗装） 

 L=350m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

大和４５号線（改良舗装） 

 L=250m  W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

大和６９号線（改良舗装） 

 L=100m  W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

吉井本郷１７号線（改良

舗装） 

 L=485m  W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

瓜生屋・田野沢２１号線

（改良舗装） 

 L=3,000m  

W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

田野沢２６号線（改良舗

装） 

 L=200m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

潟上１３７号線（改良舗

装） 

 L=150m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

正明寺３１号線（改良舗

装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

上新穂１０号線（改良舗

装） 

 L=100m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

長畝４８号線（改良舗装） 

 L=1000m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

長畝５８号線（改良舗装） 

 L=170m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

長畝７８号線（改良舗装） 

 L=200m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   



 

40 

  

長畝１００号線（改良舗

装） 

 L=150m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

長畝１３２号線（改良舗

装） 

 L=100m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

長畝１４４号線（改良舗

装） 

 L=100m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

長畝１５０号線（改良舗

装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

北方７０号線（改良舗装） 

 L=315m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

舟下７号線（改良舗装） 

第 1工区 L=80m 

W=3.0(4.0)m 

第 2 工区 L=35m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

舟下１７号線（改良舗装） 

 L=600m W=6.0(7.0)m 
佐渡市   

皆川４８号線（改良舗装） 

 L=500m W=3.0(3.5)m 
佐渡市   

正明寺・潟上２３号線（改

良舗装） 

 L=330m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

青木１８号線（改良舗装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

瓜生屋１７号線（改良舗

装） 

 L=300m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

大野３号線（改良舗装） 

 L=100m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

大野３３号線（舗装） 

 L=130m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

大野３４号線（舗装） 

 L=200m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   
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大野５１号線（舗装） 

 L=150m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

郷久保線（改良舗装） 

 L=477m W=4.0(6.0)m 
佐渡市   

女神線（改良舗装） 

 L=350m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

西高屋・町線（改良舗装） 

 L=150m W=4.0(6.0)m 
佐渡市   

東高屋大久保線（法面保

護） 

 A=1000 ㎡ 

佐渡市   

１区目黒町１４号線（改

良舗装） 

 L=100m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

３区宮川１号線（舗装） 

 L=280m W=5.5(6.5)m 
佐渡市   

３区三宮４号線（舗装） 

 L=350m W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

５区栗野江１３号線（舗

装） 

 L=280m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

５区栗野江６７号線（改

良舗装） 

 L=398m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

５区小倉１２・５０号線 

（改良舗装） 

 L=837m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

６区丸山１７・１８号線 

（改良舗装） 

 L=140m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

浜中２１号線（改良舗装） 

 L=400m W=5.5(9.5)m 
佐渡市   

新町活性化道路１号線

（改良舗装） 

 L=100m W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

新町活性化道路２号線

（改良舗装） 

 L=95m W=5.5(7.0)m 

佐渡市   
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新町活性化道路３号線

（改良舗装） 

 L=180m W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

吉岡５５号線（改良舗装） 

 L=350m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

四日町４０号線（改良舗

装） 

 L=304m W=6.0(7.0)m 

佐渡市   

金丸５０号線（改良舗装） 

 L=1,500m  

W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

大小７２号線（交付金事

業） 

 L=670m  W=4.0(6.0)m 

佐渡市   

大倉谷９号線（改良舗装） 

 L=1,280m  

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

大倉谷９０号線（交付金

事業） 

 L=1,080m 

W=5.5(7.0)m 

佐渡市   

椿尾１号線（法面保護） 

 A=3600 ㎡ 
佐渡市   

椿尾４７号線（改良舗装） 

 L=100m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

笹川３３号線（改良舗装） 

 L=200m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

滝脇２４号線（改良舗装） 

 L=135m  W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

学校道旭町線（法面保護） 

 A=1009 ㎡ 
佐渡市   

木流線（法面保護） 

 A=1000 ㎡ 
佐渡市   

小木半島巡環線（枕状岩

ﾄﾝﾈﾙ改修） 

 L=171m 

佐渡市   



 

43 

  

小木半島巡環線（法面保

護） 

 A=134 ㎡ 

佐渡市   

小木半島巡環線（法面保

護） 

 A=1000 ㎡ 

佐渡市   

深浦線（法面保護） 

 A=735 ㎡ 
佐渡市   

上山田線（改良舗装） 

  L=530m W=3.0(4.0)m 
佐渡市   

村山線（改良舗装） 

  L=860m W=5.0(6.0)m 
佐渡市   

天沢上組支線１号線（改

良舗装） 

  L=925m W=5.0(6.0)m 

佐渡市   

羽茂川線１号線（改良舗

装） 

  L=140m W=5.0(6.0)m 

佐渡市   

西方線（改良舗装） 

  L=1800m W=5.5(6.5)m 
佐渡市   

西方中組線（改良舗装） 

  L=600m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

逢坂線支線１号（改良舗

装） 

  L=600m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

ｸﾇｷﾞ宮坂線（側溝布設） 

  L=190m  
佐渡市   

下川茂１号線（改良舗装） 

 L=323m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

上川茂４号線（改良舗装） 

  L=110m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

下川茂２３号線（改良舗

装） 

 L=694m W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

三川１号線（改良舗装） 

  L=3,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   
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三川８号線（改良舗装） 

  L=300m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

赤泊１号線（改良舗装） 

  L=3,000m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

赤泊２号線（法面保護） 

  A=500 ㎡ 
佐渡市   

徳和１号線（改良舗装） 

  L=3,600m 

W=4.0(5.0)m 

佐渡市   

徳和３号線（改良舗装） 

  L=650m W=4.0(5.0)m 
佐渡市   

公共施設等適正管理推進

事業（舗装打換） 
佐渡市   

主要地方道佐渡一周線工

事に伴う市道改良工事負

担金 

新潟県   

 ・橋りょう 道路メンテナンス事業 

 橋梁（補強・改修） 

 N=18 橋 

佐渡市   

 ・その他 除雪機購入事業 佐渡市   

林道 県単林道舗装事業（高野

線） 

 L=4,625m  

W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

県単林道舗装事業（見立

線） 

 L=1,741m 

W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

県単林道舗装事業（大高

野線） 

 L=500m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

県単林道舗装事業（達者

線） 

 L=500m W=3.0(4.0)m 

佐渡市   

県単林道舗装事業（高千

線） 

 L=600m W=3.0(4.0)m 

佐渡市 
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県単林道舗装事業（中野

坂線） 

 L=600m W=3.0(4.0)m 

佐渡市 
 

県単林道舗装事業（出ル

尾線） 

 L=600m W=3.0(4.0)m 

佐渡市 
 

県単林道改良事業（国仲

北線） 

 L=100m W=4.0(5.0)m 

佐渡市 
 

県単林道改良事業(笠取

線) 

L=40ｍ W=4.0(5.0)ｍ 

佐渡市 
 

県単林道改良事業(長沢

線) 

L=20ｍ W=3.0(4.0)ｍ 

佐渡市 
 

県単林道改良事業(石名

和木線) 

L=50ｍ W=3.0(4.0)ｍ 

佐渡市 
 

県単林道改良事業(後尾

線) 

L=150ｍ W=2.5(3.0)ｍ 

佐渡市 
 

県単林道舗装事業(備付

山線) 

L=1500ｍ W=3.0(4.0)ｍ 

佐渡市 
 

県単林道舗装事業(新保

線) 

L=1000ｍ W=3.0(3.5)ｍ 

佐渡市 
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過疎地域持続的

発展特別事業 

公共交通活性化事業（佐

渡市全域） 

  内容：市内交通に関す

る調査検証、高齢者の外

出支援や観光二次交通事

業など、公共交通ネット

ワークの整備や利用促進

等に係る佐渡市地域公共

交通活性化協議会への負

担金。 

  必要性・効果：公共交

通の利便性向上及び利用

促進、観光客の交通手段

の確保、公共交通に対す

る意識の向上 

佐渡市地域

公共交通活

性化協議会 

地域の実情に応

じた公共交通体

系の構築と利用

促進に取り組む

ことで、持続可能

な交通手段が確

保される。 

自家用有償旅客運送事業 

  内容：公共交通空白域

の解消や高齢、障害等に

よる移動困難者の交通手

段確保のためＮＰＯ法人

等によるボランティア有

償運送を進める。 

 必要性・効果：公共交

通空白域の交通確保、移

動困難者の交通手段確保 

自家用有償

旅客運送協

議会 

公共交通空白地

域の移動困難者

の交通手段が確

保される。 

離島航空路確保対策事業 

  内容：本土との航空路

線を再開するため、運航

路線に関する調査検証、

運航事業者への支援、利

用者の運賃割引を実施す

る。 

  必要性・効果：現佐渡

空路の維持・確保、佐渡

航空路利用者の利便性向

上、利用者の負担軽減 

佐渡市 

通年観光、交流人

口、企業誘致、島

民の生活環境の

向上、利便性など

多岐にわたり大

きな効果が見込

まれる 
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空港対策事業 

 内容：佐渡空港拡張整

備及び大都市圏への航空

路線開設に係る推進を図

る。 

 必要性・効果：島民の

安全安心の確保、産業の

活性化 

佐渡市 

通年観光、交流人

口、企業誘致、島

民の生活環境の

向上、利便性など

多岐にわたり大

きな効果が見込

まれる。 

航路対策事業 

  内容：佐渡航路の利用

促進を図るため、運賃低

廉化及び利用促進事業を

実施するとともに、航路

の維持・安定化に資する

設備更新を実施する。 

  必要性・効果：航路の

維持、観光振興、利便性

向上及び利用促進、利用

者の負担軽減 

佐渡市 

有人国境離島の

航路運賃を低廉

化することで、持

続的な居住環境

が整備される。 

基金造成事業(交通施設

の整備、交通手段の確保) 

 内容：航空路の整備又

は維持、航路の充実及び

活性化、公共交通体系の

維持及び整備等を図り、

将来に渡り持続可能な交

通手段の維持、確保、整

備のための基金を造成す

る。 

 必要性・効果：公共交

通の利便性の向上、地域

経済の活性化 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 
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生活交通等確保対策事業 

  内容：交通弱者の移動

手段を確保するととも

に、地域の実情に応じた

公共交通を推進する。高

齢者の免許返納を推進

し、事故の抑制を図ると

ともに交通手段の確保を

進める。 

  必要性・効果：交通事

故の抑制、効率的な運行、

持続可能な交通体系の確

立 

佐渡市 

地域公共交通で

あるバス交通網

を維持すること

で、交通弱者の移

動手段が持続的

に確保される。 

新幹線対策事業 

  内容：二つの新幹線（上

越新幹線及び北陸新幹

線）を活用した観光誘客

や交流人口の拡大に向

け、情報発信や交通アク

セスの利便性向上を図

る。 

  必要性・効果：誘客・

航路利用促進 

佐渡市 

北陸新幹線の整

備促進を図るこ

とで、観光誘客や

交流人口の拡大

に繋がる。 

空港拡張整備促進事業 

  内容：島民が安心して

生活できる環境を整備

し、重要な生活交通を担

う離島航空路の充実を図

るための佐渡新航空路開

設促進協議会への負担

金。 

  必要性・効果：離島で

ある佐渡と本土との交通

体系の確立、地域経済の

拡大、島民の生活安定並

びに福祉の向上 

佐渡新航空

路開設促進

協議会 

通年観光、交流人

口、企業誘致、島

民の生活環境の

向上、利便性など

多岐にわたり大

きな効果が見込

まれる 
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６ 生活環境の整備 

（１）現況と問題点 

ア 水道施設 

本市の水道事業は、平成２８年度に上水道４箇所、簡易水道４０箇所を一つに統合し、

水道事業として経営を一本化した。そのほとんどが昭和３０年～５０年代に設置された

水道施設であり、老朽化した施設が多く、更新の時期を迎えている。 

また、給水人口、事業収益が減少する一方、一般会計からの繰入金は増加傾向にあり、

財政運営の健全化が求められている。 

本市の特徴として、離島であり周囲の沿岸には集落ごとに小規模な水源及び浄水場が

点在しているとともに、水道の基盤強化策である隣接市町村との広域化もできず維持管

理面、経営面、防災面において不利な条件となっている。 

 

イ 汚水処理施設 

本市の公共下水道の整備状況は、令和元年度末で普及率６４．８％、公共下水道の接

続率は６４．２％にとどまっている。 

引き続き、生活環境の向上と佐渡の美しい自然を守るためにも汚水処理施設の整備が

必要であり、下水道への接続及び合併処理浄化槽への転換に向けた啓蒙普及活動を実施

し、水洗化率の向上を図る必要がある。 

また、公共下水道や漁業集落排水施設において、一部設備更新の時期を迎えている。 

 

ウ 廃棄物処理等 

令和元年度の一般廃棄物の排出量は、２２，１２６トンで減少傾向にあり、約８割近

くを焼却している状況である。リサイクル率は１８．６％であり向上が必要である。 

   ごみ焼却施設については、供用開始から２３年が経過しており、施設の老朽化による 

大規模な修繕の必要がある。 

 

エ 消防・救急・防災体制の整備 

地域防災の要である消防団員の確保については、人口の減少と高齢化に加え日中不在  

  等により極めて厳しい状況にある。特に市街地から離れた遠隔地にその傾向が強く、消

防車到着までの初動体制の遅れと被害の拡大が懸念される。 

自主防災組織の自主性と実践力を高め、活動の幅を広げられるよう、ソフト、ハード

両面での支援強化が必要である。 

 

オ 公営住宅 

社会的格差の拡大に応じて、住宅困窮者の増加が予想される。また、既存の公営住宅

の管理戸数が多く、老朽化も著しいため、将来にわたり維持することは、財政負担が過

大である。 
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カ その他 

自然環境の保全と生活環境の整備を地域において調和のとれた形で推進を図る必要が

ある。 

 

（２）その対策 

ア 水道施設 

○住民の水需要に対応するため、将来に渡り安全で安心な水道水の安定供給に努める。 

○老朽化した水源・浄水・配水施設及び導・送・配水管の計画的な更新を図るとともに、

水需要に合わせた水道施設の統廃合を推進し、安全な水道水の安定供給に努める。 

○中長期的な視点に立ち、経営の効率化を図り、経営基盤を強化する。 

 

イ 汚水処理施設 

○公共下水道事業は、令和１０年度の概成を目標として整備促進に努める。 

○水洗化率の向上に向けた啓蒙普及活動を実施し、国の交付金事業を活用しながら公共

下水道及び集落排水事業の対象外地域においても合併処理浄化槽への転換を促進する。 

○設備更新が必要となる公共下水道や漁業集落排水施設において、ストックマネジメン

ト計画等に基づく設備更新事業を進め、汚水処理施設の機能保全及び維持管理の適正

化を図る。 

 

ウ 廃棄物処理等 

○３Ｒ運動（リデュース、リユース、リサイクル）の推進とごみの分別収集の普及啓発

を強化し、ごみの排出量を削減する。 

○し尿の収集運搬委託業者との調整会議を重ね、業者の統廃合計画及び代替業務の検討

を進める。 

 

エ 消防・救急・防災体制の整備 

○消防力強化のベースとなる消防施設の整備については、防火水槽、消火栓並びに機械

器具置場等の建設を進め地元防災力を強化するほか、同時に消防車や小型ポンプをは

じめとする活動用資機材の整備充実を図り、機動力と現場対応力の強化を図る。 

○機械力の増強と軽量化を図るとともに、消防団員の確保に努め、消防団経験者や女性

の登用、事業所などにおける自衛消防組織の設置・育成の強化を図る。 

○地域防災リーダーのスキルアップ研修を行い、地域内訓練等「自助・共助」の機能を

発揮できるよう地域防災力の強化を図る。 

 

オ 公営住宅 

〇適正な公営住宅管理戸数を維持するため、将来計画の策定、建替工事による複数団地

の集約化及び改修工事等を推進する。 
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カ そ の 他 

○住みよい生活環境、環境にやさしい島づくりを推進するため、河川改修・街なみ整備、

急傾斜地の整備等を図る。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

５ 生活環

境の整備 

水道施設 

 ・上水道 

両津・新穂・畑野・真野地区浄水

場等整備事業 

 浄水場・配水池等更新及び改良 

佐渡市   

相川・佐和田・金井地区浄水場等

整備事業 

 浄水場・配水池等更新及び改良 

佐渡市   

両津・新穂・畑野・真野地区老朽

管等整備事業 

 導・送・配水管等更新及び改良 

佐渡市   

相川・佐和田・金井地区老朽管等

整備事業 

 導・送・配水管等更新及び改良 

佐渡市   

小木・羽茂・赤泊地区老朽管等整

備事業 

 導・送・配水管等更新及び改良 

佐渡市   

両津・新穂・畑野・真野地区水源

施設等整備事業 

 水源施設等新設及び更新 

佐渡市   

 ・簡易水道 西三川・真野南部簡易水道整備事

業 

 配水管布設、浄水設備、電気計

装設備 

佐渡市   

他事業関連配水管等布設事業 

 導・送・配水管等布設 
佐渡市   



 

52 

 

下水処理施設 

 ・公共下水

道 

公共下水道事業 

 汚水管渠布設（面整備）  

  A＝79.75ha  

 雨水管渠布設（浸水対策） 

  A＝26.6ha  

 浄化センター設備ほか 改築更

新 

 汚泥集約施設ほか 新設等 

 マンホールトイレ整備 

 処理場施設ほか 耐震補強等 

佐渡市   

特定環境保全公共下水道事業 

 小木・羽茂処理区統合 

  接続管渠整備 L＝0.5km 

  中継ポンプ場 N＝1箇所 

  浄化センター設備ほか 改築更

新 

佐渡市   

 ・その他 漁業集落排水事業 

 浄化センター設備ほか 改築更

新 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（両津地

区） 

 5 人槽 25 基 

 7 人槽 10 基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（相川地

区） 

 5 人槽 15 基 

 7 人槽 5基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（佐和田

地区） 

 5 人槽 20 基 

 7 人槽 5基他  

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（金井地

区） 

 5 人槽 20 基 

 7 人槽 5基他 

佐渡市   
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合併処理浄化槽整備事業（新穂地

区） 

 5 人槽 10 基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（畑野地

区） 

 5 人槽 20 基 

 7 人槽 5基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（真野地

区） 

 5 人槽 10 基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（小木地

区） 

 5 人槽 10 基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（羽茂地

区） 

 5 人槽 15 基他 

佐渡市   

合併処理浄化槽整備事業（赤泊地

区） 

 5 人槽 5基他 

佐渡市   

廃棄物処理施

設 

 ・ごみ処理

施設 

佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ灰出設備等整備工事 佐渡市   

佐渡ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ延命化工事（基幹的

設備工事） 
佐渡市   

消防施設 耐震性貯水槽整備事業 佐渡市   

機械器具置場整備事業 佐渡市   

消防車両・小型動力ポンプ購入事

業 
佐渡市   

消火栓整備事業 佐渡市   

旧相川消防署解体工事 佐渡市   

高千消防庁舎建設工事 佐渡市   

防火水槽補修工事 佐渡市   

消防施設撤去工事 佐渡市   

消防施設改修工事 佐渡市   

消防救急デジタル無線システム事

業 
佐渡市   
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公営住宅 新穂地区公営住宅建替え事業 

井内第 1住宅、馬場第 1住宅、馬

場第 2住宅、潟上第 1住宅を井内

住宅に集約する。 

（H30 から継続事業）  

佐渡市   

相川地区栄町住宅大規模修繕 

1 棟 12 戸 3 棟修繕 
佐渡市   

過疎地域持続

的発展特別事

業 

防災対策事業 

 内容：自主防災組織の活動経費

の補助及び地域防災リーダーのス

キルアップ研修等を行う。 

 必要性・効果：地域防災力の強

化、防災意識の醸成 

佐渡市 

自主防災組織

の強化を図り、

減災対策に継

続的に取り組

める組織を育

成する。 

基金造成事業（生活環境の整備） 

 内容：島内住民が安心安全な日

常生活を送れるように環境整備を

実施するための基金を造成する。 

 必要性・効果：生活環境及び自

然環境の向上 

佐渡市 

特別事業の財

源として複数

年度にわたり

活用する。 
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７ 子育て環境の確保、高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

（１）現況と問題点 

ア 児童福祉 

近年、社会情勢の変化に伴い女性の社会進出機会の増大、就労形態の多様化、核家族

化、離婚の増加等により児童をとりまく環境が大きく変化し、求められる保育サービス

も多様化している。市民のニーズに対応するためには、長時間保育や障がい児保育等の

保育サービスの充実や、児童福祉施設の積極的な整備が望まれる。 

 

イ 高齢者福祉 

本市の老年人口比率（６５歳以上の人口割合）は、令和２年１０月現在で４２．５％

（新潟県：「高齢者の現況」より）と全国（２８．７％）や新潟県（３３．０％）を大き

く上回っている。さらに今後とも少子高齢化が進むことが予想され、高齢化率は増加の

一途をたどっている。 

高齢化率の増加により、介護が必要となる高齢者の割合が高くなることから、福祉関

連施設の充実とともに介護現場の人材不足の解消など、在宅介護を支えるための地域支

援体制の確立を図る必要がある。 

 

ウ 障がい者福祉 

本市の障がい者数は、令和３年４月現在で身体障がい者２，５７８人、知的障がい者

６１０人、精神障がい者５６８人（自立支援医療（精神通院医療）の受給者数は９９７

人）となっている。 

障がい福祉サービス事業所等の施設整備等を進めているが、更なるサービスの拡充が

求められており、地域生活支援体制の整備が必要である。 

特に、精神障がい者、発達障がい者等の施策が不足しており、支援体制の確保が求め

られている一方、障がい者の社会参加を促進するための雇用や就労の場の確保が必要で

ある。また、地域生活の支援のため、障がい者施設・グループホーム等障がい福祉サー

ビスの基盤整備が求められている。 

加えて、社会資源が限られるなかで、障がい者の生活を地域全体で支える共生社会を

実現するため、障がい者団体やボランティア団体等の育成を図り、連携、協働して障が

い者の自立と社会参加を推進することが必要である。 

 

エ 地域福祉 

高齢化や人口減少等が進行し集落運営が困難になるなど、地域コミュニティの弱体化

が進んでいる中、ひとり暮らしの高齢者、障がいがあり生活の自立や社会参加のために

支援を必要とする人、子育てや家族の介護で悩んでいる人など、何らかの手助けや支援

を必要としている人たちが増えている。 

これらの手助けや支援を必要としている人たちが抱える生活上の様々な課題を、高齢

者や障がいのある人、子どもといった対象者ごとではなく、自分たちが住んでいる地域
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において、市民一人ひとりが自立した生活を送ることができるよう、みんなで暮らしや

すい地域づくりを進めることが必要である。 

本市においては、地域住民、福祉事業者等がそれぞれ役割を担い、関係機関と連携し

ながら地域福祉の推進に努めている。 

 

オ 地域保健 

  本市の令和元年の出生数は２４７人、出生率（人口千人当たり）は４．７と年々減少

し、新潟県全体と比較しても低い。核家族化や共働き世帯の増加、地域のつながりの希

薄化など子どもや子育てを取り巻く環境は大きく変化している。 

市民の死亡原因のうち三大成人病が上位を占め、その死亡率は新潟県全体と比較して

も高い。 

国民健康保険加入者の医療費の状況では４０歳代、５０歳代の糖尿病、虚血性心疾患、

高血圧性疾患、脳血管疾患等生活習慣病の占める医療費は、過去３年間、ほぼ横ばいで

ある。しかし、４０歳代は一人当たりの医療費が年々増加している。 

 令和元年度の特定健診・人間ドックを合わせた受診者数は５，８０９人、受診率は

５４．１％であった。新潟県平均値より高い状況となっているが、４０、５０歳代の男

性の受診率は３０～４０％台と低い。 

 健診結果から見た健康状況は、受診者の２２．８％がメタボ基準該当である。予備

群を含めると３割となり、男性の予備群該当・基準該当が各年代で４割以上と高くなっ

ている。特に４０歳代の男性では５割近くが該当している。 

４０歳代、５０歳代の健康課題が懸念されるため、生活スタイルや食事など家族ぐる

みで取り組める生活習慣改善に向けた対策が必要である。 

 

（２）その対策 

ア 児童福祉 

○女性の社会進出や核家族化、就労形態の多様化など環境の変化に対応した児童福祉施

設の充実を図り、子どもを安心して生み育てる環境づくりを推進する。 

○人口減少や施設の老朽化などに応じた保育園の統廃合や施設整備を計画的に進める。 

○多様化する保育ニーズに合わせ、乳児保育や長時間保育、学童保育、障がい児保育な

どを積極的に取り入れ、保育サービスの拡充を図る。 

 

イ 高齢者福祉 

○高齢者が住み慣れた地域において居宅での日常生活を安心して継続的に営むことがで

きるよう、身近な地域で提供するサービス基盤の整備を図る。 

○在宅生活が困難な方への支援として、民間活力導入による施設整備を推進し、併せて、

在宅・施設サービスを支える介護人材の確保と質の向上を図る。 

○高齢者の持つ豊かな経験と知識・技術等を活かして地域社会で活躍できる仕組みづく

りを支援し、地域住民が支え合い、活力ある地域社会が形成されるよう推進する。 

○認知症等を正しく理解する取組み、高齢者の生活を地域で支える環境の整備、在宅生
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活を支えるサービス等の充実を図る。 

○医療・介護・福祉連携体制を整備し、切れ目のないサービスを提供するとともに、保

健・医療・福祉の専門職等とのネットワークの構築を図る。 

 

ウ 障がい者福祉 

○障がい者が安心して地域社会の中で生活できるよう、道路、公園、交通機関をはじめ、

公共施設のバリアフリー化を進め、車いすなどでも安心して移動できる、障がい者の

利用に配慮された環境づくりを進める。 

○障がい者が地域で自立した社会生活を送るため、日中活動の場などの施設整備拡充と

在宅サービスの充実に努め、障がい者が安心して暮らせる環境づくりを推進する。 

○働く意欲のある障がい者が適性に応じて能力を十分に発揮できるよう、関係機関との

連携を図り、雇用の確保や技能修得の支援等の就労環境の整備に努める。 

○障がい者団体や保護者団体、ボランティア団体等の育成・強化を図る。 

○障がい者の地域移行を進めるため、生活拠点となるグループホーム等の福祉施設など

確保する等、障がい者の地域での生活を支援する暮らしの場の確保を目指す。 

 

エ 地域福祉 

○地域福祉計画に基づき、誰もが安心して地域で自立して生活できるよう、お互いに地

域で助け合い、市民と行政、社会福祉協議会、福祉事業者、ボランティア、ＮＰＯ、

各種団体等の協働により、必要な福祉サービスを受けることができる地域社会の支援

体制の整備を図る。 

○保健・医療・福祉の連携による地域福祉の充実と地域コミュニティの形成に努める。 

○地域福祉を推進するため、行政と地域住民とのパイプ役として民生委員・児童委員活

動は重要であるので、更なる充実を図る。 

○社会福祉協議会や関係機関、ボランティア団体、ＮＰＯなどの育成強化と市民への啓

発活動を行うとともに、地域における福祉活動を支援し、地域福祉の実現を図る。 

 

オ 地域保健 

○妊娠、出産期の子育て世帯や、子どもの健やかな成長に向けて、子どもを産み育てや

すい環境づくりのための事業を展開する。 

○保健事業の効率的、効果的実施を促進するため、一次予防、二次予防、三次予防のバ

ランスの取れた事業を展開する。 

○健康増進支援のための基盤づくりを促進するため、生活習慣病の予防対策などの病気

対策から元気づくりまで、地域住民を主体とした幅広い視野での事業を展開するため

の人材を養成し、さらに、行政、関係機関、団体が連携した人材育成を行う。 

○具体的目標を設定し、活動の成果を適切に評価してその結果を活用する。 
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（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

６ 子育て環

境の確保、高齢

者等の保健及

び福祉の向上

及び増進 

児童福祉施設 

 ・保育所 

統合保育園整備事業 

 両津地区統合保育園 

 設計、測量試験、本体

工事 

佐渡市   

公立保育園大規模改修事

業 

（相川地区） 

 稲鯨保育園 

佐渡市   

統合保育園整備事業 

 畑野地区統合保育園 

 設計、測量試験、本体

工事 

佐渡市   

統合保育園整備事業 

 佐和田地区統合保育園 

 設計、測量試験、本体

工事 

佐渡市   

公立保育園児童送迎バス

導入事業（両津・相川地

区） 

佐渡市   

保育園解体事業（相川地

区） 

 相川保育園 

 設計、本体工事 

佐渡市   

 ・児童館 児童館解体事業（両津地

区） 

ちのわの家 

佐渡市   

認定こども園 公立保育施設整備事業 

 相川地区保育園 

 用地取得、測量試験、

本体工事 

佐渡市   
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高齢者福祉施設 高齢者施設等整備事業費

補助事業 

 介護老人福祉施設、地

域密着型介護老人福祉施

設、認知症対応型共同生

活介護施設及び小規模多

機能型居宅介護事業施設

の施設整備の一部を助成 

佐渡市   

 ・老人ホーム 養護老人ホーム待鶴荘整

備事業 

 オイルタンク改修工事

設計、本体工事 

佐渡市   

障がい者福祉施

設 

 ・障がい者支

援施設 

就労継続支援Ｂ型整備補

助事業 
佐渡市   

過疎地域持続的

発展特別事業 

介護老人福祉の人材育

成・確保事業 

 内容：市内の介護福祉

施設に就職した方への支

援、各資格取得に必要な

経費等の一部を助成す

る。 

 必要性・効果：介護現

場の人材不足解消及び雇

用の場の確保 

佐渡市 

介護施設職員を

継続して支援す

ることで、介護サ

ービスの確保が

図られる。 

子どもの居場所創設事業 

 内容：親子や親同士、

子ども同士が気軽に集え

る場を設置する。 

 必要性・効果：子育て

に対する不安・負担の軽

減、地域で子育てを支援

する機運の醸成 

佐渡市 

地域住民による

自主的な子育て

支援により、持続

可能な地域づく

りが図られる。 
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高齢者生活支援事業 

 内容：高齢者自身の生

活支援を行うことで在宅

生活の支援をする。 

 必要性・効果：高齢者

の自立支援、高齢者福祉

体制の確立、住み慣れた

地域でいきいきと生活で

きる環境づくりの推進 

佐渡市 

高齢者の自立支

援、高齢者福祉体

制の確立、住み慣

れた地域でいき

いきと生活でき

る環境づくりが

推進される。 

障害者外出支援事業 

 内容：障害者の通院・

通所に係る交通費等の外

出支援を行う。 

 必要性・効果：より社

会参加しやすい環境の整

備 

佐渡市 

障がい者の移動

の円滑化を図り、

より生活しやす

い、より社会参加

しやすい環境を

整備する。 

高齢者住宅整備費 

 内容：高齢者等の住宅

改修をする経費に対して

補助金を交付する。 

 必要性・効果：高齢者

等の住環境整備 

佐渡市 

高齢者等が住み

なれた住宅で安

心して生活でき

るよう住環境の

整備が図られる。 

介護施設等居住費助成事

業 

 内容：低所得者が施設

入所、短期入所でユニッ

ト型個室を利用及び認知

症対応型グループホーム

を利用した場合に、居住

費等の一部を助成する。 

 必要性・効果：利用者

負担の軽減、施設入所待

機者の解消 

佐渡市 

低所得者の経済

的負担を軽減す

ることで必要な

サービスが提供

され、施設入所待

機者の解消が図

られる。 
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基金造成事業（子育て環

境の確保、高齢者等の保

健及び福祉の向上及び増

進） 

 内容：子育てがしやす

い環境を整備するととも

に、高齢者や障害者等が

生きがいを持ち、健康的

な生活を送れるよう、島

内の保健及び福祉を向上

させるための基金を造成

する。 

 必要性・効果：健康の

維持、福祉の向上、地域

の活性化 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 

子ども若者相談事業 

 内容：支援を必要とす

る、妊婦及び妊娠期から

３９歳までの子ども若者

に対して、子ども・若者・

家庭に関する総合相談援

助・調整等の支援体制の

整備を図る。 

 必要性・効果：発達段

階に応じた支援体制の整

備、子ども若者の健やか

な成長・発達 

佐渡市 

継続的に支援す

ることで、未来を

担う子ども・若者

の健やかな成長

が保たれる。 

温泉等入浴施設での健康

増進事業 

 内容：入浴施設で主に

高齢者の健康増進、フレ

イル状態を予防する健康

教室、健康相談などを運

営者の協力のもと実施。 

 必要性・効果：住民の

健康増進、子育て支援及

び地域コミュニティづく

りの支援 

佐渡市 

健康寿命を延伸

すすためには、医

療や介護の制度

だけでなく身近

な施設の活用す

ることにより高

齢者であっても、

健康で暮らすこ

とが益々重要と

なる。 
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健康づくり事業 

 内容：健康推進員によ

る各地域に沿った形での

健康づくりに関する研修

会等を実施する。 

 必要性・効果：市民に

よる自発的活動の活発

化、健康意識の増加 

佐渡市 

地域住民が主体

となった取組み

で、健康や生活習

慣病予防に対す

る意識の高揚を

促進 

する。 

在宅介護支援センター運

営費 

 内容：地域の高齢者及

びその家族の実態把握、

相談、及びニーズに応じ

た支援等を社会福祉法人

に委託する。 

 必要性・効果：高齢者

が住み慣れた地域で安心

して暮らせるための福祉

の向上 

佐渡市 

住み慣れた地域

に相談機関を整

備するこで、高齢

者が安心して暮

らすための支援

体制の充実が図

られる。 

老人福祉事業（地域医

療・介護・福祉提供体制

協議会負担金） 

 内容：一体的な医療及

び介護・福祉サービスの

提供を行える体制構築を

推進する佐渡医療・介

護・福祉提供体制協議会

負担金。 

 必要性・効果：医療・

介護・福祉体制の充実 

佐渡市 

市民が将来に渡

って住み慣れた

環境で安心して

生活できるよう

医療・介護・福祉

体制の充実が図

られる。 

障害者医療費助成事業 

 内容：精神障害者に対

し医療費を助成する。 

 必要性・効果：障がい

の原因となる疾病の予防

と治療、進行防止等への

経済的負担の軽減 

佐渡市 

障がいの原因と

なる疾病の予防

と治療、進行防止

等への経済的負

担を軽減する。 
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地域生活支援事業 

 内容：障がい者等が自

立した日常生活や社会生

活を営むことができるよ

う、地域の特性や利用者

の状況に応じた事業を実

施する。 

 必要性・効果：障がい

者等の福祉の増進 

佐渡市 

障がい者等の福

祉の増進を図る

とともに、全ての

人が安心して生

活できる地域社

会の実現に寄与

する。 

放課後児童健全育成事業 

 内容：就労等により保

護者が昼間家庭にいない

小学生に対して、放課後

等に適切な遊びや生活の

場を提供する。 

 必要性・効果：放課後

等の児童の安全確保及び

健全育成 

佐渡市 

保護者の就労と

子育ての両立を

支援することで、

働きやすい環境

の整備が図られ

る。 

その他 放課後児童健全育成事業 

 児童クラブ新規開設

(加茂) 

佐渡市   

児童クラブ送迎用バス購

入事業（佐和田地区） 
佐渡市   
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８ 医療の確保 

（１）現況と問題点 

本市には、令和３年４月１日現在で５つの病院と一般診療所が４０施設、歯科診療所

が２１施設あり、中核病院の佐渡総合病院を中心に医療提供体制を構築している。 

医師・看護師等の医療従事者が慢性的に不足し、高齢化も顕著なことから、医療施設

の縮小化が図られるなど、地域医療を維持していくことが極めて困難な状況にあり、人

材確保が喫緊の課題となっている。 

 

（２）その対策 

  〇「佐渡地域医療構想調整会議」や「佐渡地域医療・介護・福祉提供体制協議会」 

で佐渡医療圏域内のあるべき姿を検討し、介護・福祉施設との連携を含め、市内の医

療提供体制の維持や確保を図る。 

〇医師・看護師等の医療技術者の確保については、新潟県と連携して取り組むとともに、

市内での就業・定着支援や医療技術者を目指す学生に対して奨学資金の貸与を行うな

ど、幅広くかつ継続して対策を講じる。 

〇老朽化する医療施設の整備を行うとともに、医療機器を年次的に更新し、高度医療の 

確保、充実を図る。 

   

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

７ 医療の確

保 

診療施設 

 ・病院 

新両津病院建設事業 

 地域に必要な病院を維

持するための移転新築 

佐渡市   

医療機器整備       佐渡市   

 ・診療所 医療機器整備 

（小木・赤泊・松ヶ崎）       
佐渡市   

過疎地域持続的

発展特別事業 

医師・看護師確保対策 

 内容：医師・看護師確

保へ向けて、研修医（特

別枠）に対する支援、医

師募集広告の掲載、看護

師養成校への訪問や就職

ガイダンス参加等積極的

に取り組む。 

 必要性・効果：安定し

た医療体制、医療技術者

の確保等 

佐渡市 

医療技術者を継

続して確保する

ことで、地域医療

の確保が図られ

る。 
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休日急患センター運営事

業 

 内容：休日急患センタ

ー運営業務の委託事業を

行う。 

 必要性：救急医療体制

の充実、休日における一

次救急医療の確保、二次

救急医療を担う医療スタ

ッフの負担軽減 

佐渡市 

市内における医

療提供体制を維

持することによ

り、安心安全な医

療と暮らしを提

供できる。 

看護師等就業定着支援事

業 

 内容：Ｕ･Ｉターン看護

職員等（看護師、准看護

師、助産師、保健師）を

確保し、医療技術者不足

の解消を目的とした住居

費等の補助を行う。 

 必要性・効果：看護師

等の増加による医療職員

の負担軽減、安全・安心

な医療体制の構築 

佐渡市 

医療技術者を継

続して確保する

ことで、地域医療

の確保が図られ

る。 

基金造成事業(医療の確

保)  

 内容：医療技術者及び

医療等の確保を図るため

の基金を造成する。 

 必要性・効果：持続可

能な医療等の確保、安

全・安心な地域づくり 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 
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特定不妊治療費助成事業 

 内容：特定不妊治療費

助成を行い、治療者の経

済的負担の軽減を実施す

る。 

 必要性・効果：治療者

の経済的負担を取り除く

ことによる安心に暮らせ

る環境の整備 

佐渡市 

不妊で悩む治療

者の負担を軽減

することで少子

化対策につなが

る。 

子どもの予防接種費用助

成事業 

 内 容：子どもの健や

かな成長のために、予防

接種事業等の促進を図

り、子育て世代を支援す

る。 

 必要性・効果：子育て

世代の経済的負担軽減、

子ども達が安心に暮らせ

る環境整備 

佐渡市 

子どもの健やか

な成長から、将来

の健康増進につ

ながる。 

救急医療病院群輪番制運

営事業 

 内容：夜間休日の入院

治療を必要とする重症患

者の医療提供を確保する

ため、病院群輪番制病院

の運営に必要な給与費等

を支援する。 

 必要性・効果：夜間休

日問わず、緊急に医療が

必要な際に利用出来る安

全安心な地域の構築や医

療支援体制の充実 

佐渡市 

市内における医

療提供体制を維

持することによ

り、安心安全な医

療と暮らしを提

供できる。 
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子どものう蝕予防事業 

 内容：幼児から就学期

において、フッ化物塗

布・洗口による虫歯予防

事業を実施する。 

 必要性・効果：より早

い段階から継続した子ど

ものむし歯予防を推進す

る。 

佐渡市 

歯の健康は、将来

の心と体の健康

につながる。 

妊娠・出産支援事業 

 内容：健診やセミナー、

医療費等について、妊娠

期から支援を行う。 

 必要性・効果：健やか

に妊娠期を過ごせる、安

全・安心な出産の推進 

佐渡市 

子育てしやすい

環境を整えこと

で、少子化対策に

つながる。 

診療所運営・補助事業 

 内容：地域に必要な公

的診療所や無医地区及び

それに準じる地区の各診

療所の維持管理・運営を

支援する。 

 必要性・効果：地域医

療の確保、安心安全な医

療提供体制の構築 

佐渡市 

市内における医

療提供体制を維

持することによ

り、安心安全な医

療と暮らしを提

供できる。 

病院補助事業 

 内容：市内の中核病院

として位置づけられてい

る公的病院に対して、運

営費用や機器購入の一部

を助成する。 

 必要性・効果：地域医

療の確保、安心安全な医

療提供体制の構築 

佐渡市 

市内における医

療提供体制を維

持することによ

り、安心安全な医

療と暮らしを提

供できる。 
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医療・介護・福祉の連携

事業 

 内容：市内の医療・介

護・福祉施設が”連携”

を図るためのツールであ

る「さどひまわりネット」

を有効利用し、その運営

を支援する。 

 必要性・効果：”連携”

を図ることにより、佐渡

全体で市民の健康を支え

ることができ、より良い

サービスの提供にもつな

がる。 

佐渡市 

医療・介護・福祉

の連携体制の構

築は、市民の健康

的な生活の支え

となることがで

きる。 
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９ 教育の振興 

（１）現況と問題点 

ア 学校教育関連施設 

市内の小・中学校数は、小学校２２校、中学校１３校であるが、過疎化による児童生

徒数の減少が続いている。 

児童生徒数は平成２３年度４，２２４人に対し、令和３年度３，２３２人で、９９２

人の減少となっており、この現象は今後も続く見込みである。 

また、小中学校の殆どが小規模校であり、複式学級の解消が見込めない学校も多く、

老朽化した学校施設が散在している。これらの統廃合と長寿命化等を計画的に実施し、

今後、急速に変化し予測困難な社会において、子どもたちが自立的に生き、社会形成に

参画するために求められる資質・能力をより一層確実に育成するための教育環境を整備

する必要がある。 

 

イ スポーツの振興 

社会生活が多様化する中で、体力の減退や精神的負担の拡大に伴う健康障害などが現

れ、市民の健康管理に対する関心が高まっている中で、誰もがスポーツ・レクリエーシ

ョン活動を気軽に楽しめる機会の提供が望まれている。 

また、市内の各地区の体育施設の老朽化に伴う、体育施設の改修が必要である。 

 

ウ 集会施設 

個人の価値観やライフスタイルの変化に伴い、住民の地域における連帯意識や郷土愛

が薄れてきている。地域づくりはもちろん地域の交通安全、防災、教育、福祉などは住

民相互の連携と協力なしでは解決できない問題であり、コミュニティ活動の拠点として

集会施設の整備を行うとともに、地域活動等を活性化する必要がある。 

 

（２）その対策 

ア 学校教育関連施設 

 ○老朽化した学校施設の長寿命化等を図るとともに教育環境の整備を進める。 

○「確かな学力の育成」「豊かな人間性や社会性の育成」「健康増進・体力向上」「キャリ

ア教育の推進」「教育環境の整備」等に取り組む。 

○新しい学校経営のあり方を視野に入れた本市の学校再編等を検討するため、地域懇談

会、市民説明会、パブリックコメントを実施する。 

 

イ スポーツの振興 

○公式競技会、大型のスポーツ大会を積極的に誘致・開催して、スポーツへの関心を高

める。 

○また、誰もが気軽に楽しめる環境を整えるため、老朽化した体育施設の整備をする。 

 

ウ 集会施設 
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○住民相互の連携と協力が必要となる地域住民の自主的・主体的な活動を推進するとと

もに、地域活動の拠点として集会施設を整備する。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

８ 教育の振

興 

学校教育関連施

設 

 ・校舎 

加茂小学校長寿命化整備

費 

(校舎)RC 造 3階建て 

3,702 ㎡ (体育館)S 造 

896 ㎡ 

佐渡市   

旧小木小学校校舎解体事

業 

校舎解体工事 一式 

敷地整備工事 一式 

佐渡市   

佐和田中学校長寿命化整

備費 (校舎)RC 造 3 階建

て 4,846 ㎡ 

S 造 896 ㎡ 

佐渡市   

両津中学校長寿命化整備

費 (校舎)RC 造 3階建て 

2,797 ㎡ 

佐渡市   

二宮小学校長寿命化整備

費 (校舎)RC 造 3階建て 

2,388 ㎡ 

(体育館)S造 816 ㎡ 

佐渡市   

河原田小学校長寿命化整

備費 (校舎)RC 造 3 階建

て 4,345 ㎡ 

(体育館)S造 1,573 ㎡ 

佐渡市   

羽茂小学校長寿命化整備

費 (校舎)RC 造 3階建て 

3,678 ㎡ 

(体育館)RC 造 1,561 ㎡ 

佐渡市   

松ヶ崎小学校長寿命化整

備費 (体育館)S造 563

㎡ 

佐渡市   
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高千小学校長寿命化整備

費 (校舎)RC 造 3階建て 

2,670 ㎡ 

(体育館)S造 1,125 ㎡ 

佐渡市   

 ・屋外運動場 真野中学校グラウンド改

修工事 

 1,983 ㎡ 

佐渡市   

羽茂小学校グラウンド改

修工事 

 6,367 ㎡ 

佐渡市   

両津小学校グウランド改

修工事 

 8,462 ㎡ 

佐渡市   

 ・教職員住宅 羽茂教職員住宅解体費 

5 棟 10 戸 505 ㎡ 
佐渡市   

 ・水泳プール 畑野小学校プール改修工

事 

 管理棟 134 ㎡ 

佐渡市   

 ・スクールバ

ス・ボート 

スクールバス購入（両津

吉井小・両津中学校） 

  33 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（松ヶ

崎小中学校） 

  14 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（金井

小学校） 

  14 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（内海

府小学校） 

  14 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（金井

小学校） 

  33 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（畑野

小学校） 

  33 人乗 1 台 

佐渡市   
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スクールバス購入（畑野

小学校） 

  14 人乗 1 台 

佐渡市   

スクールバス購入（真野

小学校） 

  14 人乗 2 台 

佐渡市   

スクールバス購入（南佐

渡中学校） 

  14 人乗 2 台 

佐渡市   

スクールバス購入（内海

府小学校） 

  8 人乗 1台 

佐渡市   

スクールバス購入（真野

小学校） 

  8 人乗 1台 

佐渡市   

 ・給食施設 給食配送車購入（赤泊学

校給食センター）１台 
佐渡市   

給食配送車購入（相川学

校給食センター）１台 
佐渡市   

給食配送車購入（佐和田

学校給食センター）２台 
佐渡市   

給食配送車購入（国仲学

校給食センター）４台 
佐渡市   

幼稚園 あいかわ幼稚園解体費 

 木造 平屋建て 487

㎡ 

佐渡市   

集会施設・体育

施設等  

 ・集会施設 

両津公民館解体費 

RC 造 4 階建 2,255 ㎡ 
佐渡市   

佐渡中央文化会館整備事

業 RC 造および S造 地

下 1階、地上 2階 5,747

㎡ 

佐渡市   

佐渡島開発総合センター

整備費 RC 造一部 S造 

4 階建 2,321 ㎡ 

佐渡市   

金井コミュニティセンタ

ー調理室新設工事事業 
佐渡市   
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 ・体育施設 赤泊多目的グラウンド照

明設置事業 
佐渡市   

佐和田野球場三塁側防球

ネット設置事業 
佐渡市   

金井野球場本部席設置事

業 
佐渡市   

赤泊テニスコート改修事

業 
佐渡市   

相川体育館改修事業 佐渡市   

小木 B＆G海洋センター

体育館棟改修事業 
佐渡市   

小木 B＆G海洋センター

プール棟改修事業 
佐渡市   

佐渡市陸上競技場第３種

公認更新事業 
佐渡市   

過疎地域持続的

発展特別事業 

総合学習支援事業（キャ

リア教育） 

 内容：佐渡学学習(自

然・歴史・文化・地域産

業・伝統芸能等）・職業

観育成(職業見学・体験

等)への支援(講師謝礼、

教材費等)など、学校ごと

に特色あるテーマを設定

し、地域人材を活用して、

地域に根ざしたキャリア

教育を推進する。  

 必要性・効果：社会的・

職業的に自立し、佐渡が

大好きで、佐渡に誇りを

持ち、佐渡に貢献しよう

とする子どもの育成 

佐渡市 

キャリア教育を

通して郷土を愛

し、貢献する児童

生徒を育成する。 
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遠距離通学支援事業 

 内容：遠距離通学児童

生徒に対し、通学定期券

又は通学費補助金を交付

する。 

 必要性・効果：遠距離

通学の支援、教育を受け

る機会の確保 

佐渡市 

定期券や補助金

の交付により、均

等な学習機会の

確保や保護者の

経済的負担を軽

減する。 

交流促進適応指導事業 

 内容：いじめ防止等の

組織の適切な開催、心の

健康チェックアンケート

の実施、あいさつ運動プ

ロジェクト、適応指導教

室の設置運営、不登校児

童生徒訪問指導員配置、

心の教室相談事業等に取

り組む。 

 必要性・効果：不登校

児童生徒の学校復帰、不

登校やいじめの未然防止 

佐渡市 

指導員等の配置

により、不登校の

改善やいじめを

防止する。 

学習意欲向上プロジェク

ト事業 

 内容：数学と英語、読

解力の指導力向上やより

良い授業づくりの講座を

開く。先進地への教員派

遣研修等を行う。 

 必要性・効果：児童生

徒の学力向上、教員の指

導力向上 

佐渡市 

教員の研修等の

実施により、教員

の指導力向上を

図り、児童生徒の

学力向上を推進

する。 
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文化・体育活動補助事業 

  内容：小学校及び中学

校の部活動及びクラブ活

動において、指定された

各種地区大会、県大会及

びその上位大会へ児童・

生徒が出場する場合にそ

の経費の一部を補助す

る。 

  必要性・効果：市内小・

中学校の児童及び生徒の

教養及び体育の向上 

佐渡市 

児童生徒の体育

の向上やジュニ

ア選手の育成を

支援する。 

スクールバス運行事業 

 内容：車両の運行委託、

車両管理。 

 必要性・効果：：児童

生徒の遠距離通学支援、

安全な通学の確保 

佐渡市 

スクールバスの

運行により、児童

生徒の安全な通

学を確保する。 

青少年育成活動事業 

 内容：青少年問題協議

会や佐渡市青少年健全育

成市民会議の開催や関連

団体への活動支援を行

う。 

 必要性・効果：地域で

子育てを行う環境づく

り、市民の青少年育成の

意識の向上等、地域や家

庭が連携した、社会全体

で子育てに係わる意識の

醸成 

佐渡市 

将来を担う青少

年の健全な育成

に寄与する。 
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公民館活動推進事業 

 内容：親子学級や公民

館講座を開催し、交流・

学習の機会を作る。 

 必要性・効果：地域間

の交流や世代間交流、市

民の学習意欲の向上、市

民の協働精神を醸成する

ことによる地域の活性

化、地域リーダーの育成 

佐渡市 

交流や学習を通

じて人と人との

交流や地域の活

性化に寄与する。 

スポーツイベント開催事

業 

 内容：全国から参加者

を募るトライアスロン大

会、マラソン大会、自転

車イベント、水泳イベン

トの開催。 

 必要性・効果：交流人

口拡大による地域の活性

化、スポーツを通じた健

康の維持増進 

佐渡市 

スポーツへの関

心を高め、健康な

心と体の構築を

図る。 

基金造成事業（教育の振

興） 

 内容：子どもの教育環

境の整備・支援や地域住

民も一体となった学習機

会の創造を図るための基

金を造成する。 

 必要性・効果：教育環

境の向上、地域の活性化 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 
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１０ 集落の整備 

（１）現況と問題点 

本市全域が過疎地域になっているが、地域的には市の周辺部や山間地域から若者を中

心に、国中地域への人口移動が進んでいる。このため周辺過疎地域では、郷土芸能の伝

承や共同作業ができないなどの、集落機能の低下が進んでいる。 

また、本市は、年間１，０００人規模で人口減少が進み、原因として、高校卒業後の

進学先が少ないことから、進学による転出が著しい上に、卒業後に戻る若者が少ないこ

とによる若年層の流出が大きな要因となっている。集落の活性化のためには、若年層の

流出を中心とする社会減への対策が極めて重要である。 

 

（２）その対策 

○地域資源を活用したコミュニティ活動を支援することにより、地域コミュニティの活

性化を図る。 

○地域と大学等との連携や交流の推進、地域おこし協力隊などの外部人材の活用により、

地域課題の解決や地域の賑わいの創出を図る。 

○過疎化や少子・高齢化により伝統芸能の継承や集落運営が困難になるなど、地域コミ

ュニティの弱体化が進んでいるため、基金を造成して法失効後の活用も視野に、将来

に渡り持続可能な集落内外の協働体制の仕組みづくりを推進し、地域力の向上につな

がる活動事業を支援する。 

○空き家等の情報提供、受入体制の整備など、Ｕ・Ｉターン希望者の多様なニーズに応

じた支援策を充実させ、移住・定住者の増加を図る。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展施

策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

９ 集落の整

備 

過疎地域持続的

発展特別事業 

元気な地域づくり支援事

業 

 内容：各支所及び行政

サービスセンターで各地

区の地域課題の把握を行

い、地域活動支援員と連

携して地域活動の支援を

する。 

 必要性・効果：コミュ

ニティの活性化、地域力

の向上 

佐渡市 

地域住民による

自主的な地域活

動を支援するこ

とで、持続可能な

地域づくりを図

る。 
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基金造成事業(集落の整

備) 

  内容：地域力の向上に

つながる活動事業(地域

社会の問題について地域

の構成員が、自らその問

題の所在を認識し、自律

的かつ、その他の主体と

の協働を図りながら、地

域問題の解決や地域とし

ての価値を創造していく

取組など)を支援するた

めの基金を造成する。 

  必要性：持続可能な集

落内外の協働体制の仕組

みづくりの推進 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 

地域の活力再生事業 

 内容：地域活動支援員

や地域おこし協力隊を地

域住民と行政のつなぎ役

として配置し、地域住民

主体の地域づくり活動の

機運醸成、コミュニティ

活動の活発化を支援。 

 必要性・効果：コミュ

ニティの活性化、地域力

の向上 

佐渡市 

外部人材を活用

することで、新た

な視点からの地

域の活性化を図

る。 

域学連携地域づくり応援

事業 

 内容：島外の大学生等

の若い力を地域づくりに

活かすため、島内での宿

泊や交通手段などを支援

し、長期フィールドワー

クや交流活動に繋げる。 

 必要性・効果：コミュ

ニティの活性化、地域力

の向上 

佐渡市 

集落の課題解決

に向けて、地域と

大学等との連携

や交流を推進す

ることで、持続可

能な地域づくり

を図る。 



 

79 

１１ 地域文化の振興等 

（１）現況と問題点 

本市には、能楽、人形芝居、鬼太鼓などの民俗芸能、祭礼行事、年中行事などの伝統

文化も数多く、地域や学校、グループによる伝承活動も活発に行われているが、過疎化

に伴う若者の減少により存続が危ぶまれているものも少なくない。 

また、佐渡金銀山遺跡や神社仏閣等多くの文化財が各地に所在する。しかし、自然的

事象や開発行為等により滅失する恐れもあり、また、島の特性を示すものでありながら、

その価値に気づくことなく保存や活用の措置が執られていないものも少なくない。 

 

（２）その対策 

○地域の自立を目指す文化活動の一環として、祭り、伝統行事等が伝承されるために必

要な体制を住民と共に構築する。 

○受け継がれている伝統的で稀有な芸や匠の技を広く発信し、高等教育学校やや研究機

関との連携を図り保存につなげる。 

○国内、国外を問わず人材の派遣や、留学等を支援し、人的・物的交流を促進する。 

○文化財については、系統的に整理し、個々の特性を活かしながら保存と整備を促進す

るとともに、地域住民や民間組織等との協働により、その積極的な活用を図る。 

  ○佐渡の歴史・文化・自然に関する総合的な調査や研究を「佐渡学センター」が関係機

関と連携を図りながら実施し、得た成果を地域学である「佐渡学」に活かしたり島外

に広く発信したりする。 

○佐渡金銀山の世界遺産登録後を見据え、関連文化財等の調査･研究を強化するとともに、

その保存･整備･活用を促進する。 

○佐渡金銀山の価値と魅力を国内外に周知するため、情報発信を推進する。 

○日本ジオパークに認定されている佐渡のジオパークを地域住民と共に保護・保全し、

教育活動やジオツーリズムに活用しながら、元気な人づくり、持続可能な地域づくり

を推進する。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

１０ 地域文

化の振興等 

地域文化振興施

設等 

 ・その他 

世界遺産史跡保存整備事

業 

 世界遺産の構成資産と

なる国史跡の保存・活用

整備 

佐渡市   
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世界遺産建造物保存整備

事業 

 世界遺産の構成資産と

なる国重要文化的景観や

関連資産となる重要文化

財建造物の保存・活用整

備 

佐渡市   

伝統的建造物群保存地区

調査・修理事業 

 修理、修景、復旧、調

査、管理 

 宿根木地区・小木地区 

佐渡市   

遺跡佐渡国分寺跡整備事

業 

 国分寺跡指定範囲追加 

 範囲確認調査 1.0 式 

佐渡市   

埋蔵文化センター整備事

業 

収蔵庫・体験学習室・

展示室・出土品整理作業

場・書庫・事務室 

 宮川旧工場Ａ棟の改修 

佐渡市   

埋蔵文化財発掘調査事業 

県営圃場整備事業に伴

う埋蔵文化財発掘調査 

 金井・両津・新穂地区 

佐渡市   

地域資源活用促進事業

（地域文化財・歴史的遺

産活用事業） 

 ふすべ村周辺（小泊） 

 遺跡整備、遺跡見学 

佐渡市   

博物館整備事業 

市民の教育、学術及び

文化の発展並びに地域の

活性化に寄与することを

目的に、博物館の運営を

行う。 

佐渡市   
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過疎地域持続的

発展特別事業 

ジオパーク推進事業 

 内容：ビジターセンタ

ーとしてのジオパーク拠

点施設の充実、ジオサイ

トの保護・保全や看板の

整備、国内外に佐渡ジオ

パークの魅力を発信する

ための多言語対応と、SNS

や冊子等の多様な情報発

信、佐渡ジオパークを楽

しむツーリズムの充実と

ガイドのレベルアップの

ための研修会等、出前授

業や出前講座、地域説明

会等による郷土愛の醸成

と持続可能な地域づく

り。 

 必要性・効果：市民の

郷土愛の醸成、持続可能

な地域づくり、交流人口

の拡大 

佐渡市 

市民の郷土愛の

醸成、持続可能な

地域づくり、交流

人口の拡大など

の効果が将来に

及ぶ。 

伝統芸能継承事業補助金 

 内容：伝統芸能の普及

啓発活動や技術習得教室

等の活動に対する支援。 

 必要性・効果：伝統芸

能の継承及び発展 

佐渡市 

市民の郷土愛の

醸成、持続可能な

地域づくり、交流

人口の拡大など

の効果が将来に

及ぶ。 

世界遺産登録推進事業 

  内容：佐渡金銀山の世

界遺産登録に対し、市民

への普及啓発・情報発信

事業の促進や、ユネスコ

への推薦と登録後の来訪

者受入れ態勢の整備に向

けた事業を実施する。 

  必要性・効果：地域の

文化資源を活用した地域

文化の振興 

佐渡市 

世界遺産登録に

向けた市民意識

の醸成、来訪者の

受入態勢を整備

することで、市民

の郷土への誇り

や文化財保護意

識の強化を図る

ことができる。 
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町並み景観整備支援事業 

 内容：重要文化的景観

の範囲内において、民間

所有の歴史的建造物の修

復を支援する。 

 必要性・効果：世界遺

産としての町並み景観の

保全 

佐渡市 

歴史的な建物等

の保存修理を行

うことで、将来に

わたり歴史的な

景観を保全する

ことができる。 

文化財保護事業 

 内容：指定文化財の修

理・管理・防災施設管理・

保存に関する支援。 

 必要性・効果：伝統と

魅力ある地域文化を未来

へ継承 

佐渡市 

指定文化財の修

理等に支援する

ことで、伝統と魅

力ある地域文化

を未来へ継承す

る。 

基金造成事業（地域文化

の振興等） 

 内容：島内の文化・歴

史・自然的資産を保護・

活用し、また、地域の伝

統芸能を継承・存続する

体制づくりのための基金

を造成する。 

 必要性・効果：文化の

振興、地域の活性化 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 

世界遺産文化財調査事業 

 内容：世界遺産の構成

資産に関係する遺跡や絵

図・文書資料等の調査・

研究を実施する。 

 必要性・効果：世界遺

産としての価値をさらに

磨きあげる 

佐渡市 

調査成果を基に

新たな知見を各

種説明媒体へ最

新の情報を反映

することが可能

となり、世界遺産

としての価値を

さらに磨きあげ

ることができる。 
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１２ 再生可能エネルギー等の利用の推進 

（１）現況と問題点 

   本市におけるエネルギー供給は、ほぼ全てを火力発電に依存し、島外からの化石燃料

の海上輸送に頼っている現況にある。脱炭素社会の実現に向けた環境負荷の低減や、エ

ネルギー供給源の多様化による災害リスク低減等への取り組みが必要である。 

 

（２）その対策 

  ○新潟県自然エネルギーの島構想の実現に向けた太陽光、風力、小水力、バイオマス等

の地域資源を活用した再生可能エネルギーの導入拡大や水素等の次世代エネルギーの

活用、クリーンエネルギー自動車の導入促進、自立・分散型の非常用電源の確保等、

島内エネルギーの自給率を高め、関連産業の振興による地域活性化、脱炭素社会の実

現、防災力の向上を図る。 

 

（３）事業計画(令和３年度～令和７年度) 

持続的発展 

施策区分 

事業名 

（施設名） 
事 業 内 容 

事 業 

主 体 
備考 

１１ 再生エ

ネルギーの利

用の推進 

過疎地域持続的

発展特別事業 

地域資源活用事業 

 内容：新潟県自然エネ

ルギーの島構想実現に向

けた推進事業（補助制度、

普及啓発、計画策定等）。 

 必要性・効果：自然エ

ネルギーや電気自動車の

普及を通じた、低炭素化

の促進や佐渡の環境ブラ

ンドの向上 

佐渡市 

再生可能エネル

ギーの導入促進

により、地域資源

や地域産業の好

循環を促し、島の

活性化と持続可

能な社会の実現

を図る。 

基金造成事業（再生エネ

ルギー等の利用の推進） 

 内容：再生可能エネル

ギー等の利用を促進する

ことにより、脱炭素社会

の実現、防災力の向上を

図るための基金を造成す

る。 

 必要性・効果：低炭素

化の促進、佐渡の環境ブ

ランド向上 

佐渡市 

特別事業の財源

として複数年度

にわたり活用す

る。 
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その他 クリーンエネルギー自動

車普及促進事業 

 車両導入、チャージス

テーション等設置 

佐渡市   

公共施設省エネ・新エネ

設備設計導入事業 

 施設の省エネ、新エネ

調査・設備導入 

佐渡市   
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